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（ 午前９時００分 開議 ） 

○木澤委員長 おはようございます。  

全委員出席されておりますので、ただいまから、本日の会議を開きます。  

昨日９日に引き続き、審査を行ってまいりたいと思います。  

それでは、議案第３２号 令和２年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて、また、認定第７号  令和２年度斑鳩町水道事業会計決算の認定についての２議

案につきましては関連する議案ですので、一括議題とし審査します。  

理事者の説明を求めます。  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 それでは、議案第３２号 令和２年度斑鳩町水道事業会計未処分利

益剰余金の処分について、及び、認定第７号 令和２年度斑鳩町水道事業会計決算の認

定について、説明させていただきます。  

まず、議案書を朗読させていただきます。  

議案第３２号   

令和２年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について  

標記について、地方公営企業法第３２条第２項の規程により、別紙のとおり提出し、

議会の議決を求めます。 

令和３年９月１日 提出 

斑鳩町長 中  西 和 夫 

次に。 

認定第７号  

令和２年度斑鳩町水道事業会計決算の認定について  

標記について、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、別紙のとおり提出し、

議会の認定を求めます。 

令和３年９月１日 提出 

斑鳩町長 中  西 和 夫 

それでは、令和２年度斑鳩町水道事業会計決算書に沿って説明させていただいた後に、

令和２年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について説明させていただきま

す。座らせていただきます。  

決算書の２ページをお願いします。（１）収益的収入及び支出でございます。収入で

は、第１款 水道事業収益、最終予算額７億５，３９９万５千円に対しまして、決算額

７億７，８１６万１５円、差し引き２，４１６万５，０１５円の増となっております。  
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次に支出でございます。第１款  水道事業費用、最終予算額７億５，２５５万２千円

に対し、決算額７億５９０万１，８１２円、不用額４，６６５万１８８円でございます。

次に４ページをお願いいたします。資本的収入及び支出でございます。第１款  資本的

収入では、最終予算額１億２，３１９万１千円に対しまして、決算額１億２３万７００

円で、２，２９６万３００円の減でございます。次に支出でございます。第１款  資本

的支出では、最終予算額３億１，０９０万５，３００円に対し、決算額が２億４，０２

７万８，０７９円で、不用額は７，０６２万７，２２１円でございます。表の欄外のと

おり、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億４，００４万７，３７９円につき

ましては、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額７２４万２，０７３円と、過

年度分損益勘定留保資金１億３，２８０万５，３０６円で補填しております。  

次に６ページをお願いします。損益計算書でございます。１．営業収益は５億４，９

１２万６，５５９円、２．営業費用は６億３，０３３万８，００９円で、営業損失が８，

１２１万１，４５０円でございます。３．営業外収益では１億５，９２６万７，９１２

円で、４．営業外費用は２，８６２万３，２０７円となり、経常利益として４，９４３

万３，２５５円となっております。また、５．特別利益では、１，５５０万円となって

おります。以上より、当年度純利益は６，４９３万３，２５５円となり、前年度繰越利

益剰余金１億３，５０１万３，５２８円から、当年度未処分利益剰余金が１億９，９９

４万６，７８３円となっております。次に７ページをご覧ください。剰余金計算書でご

ざいます。資本金及び資本剰余金は前年度と同額でございます。利益剰余金につきまし

ては６，４９３万３，２５５円を加え５億６０４万６，７８３円となり、資本合計は２

２億９，５８０万５，７１４円となっております。  

次に８ページ、令和２年度  斑鳩町水道事業剰余金処分計算書（案）でございます。  

ここで、議案第３２号  令和２年度  斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついての説明を兼ねてご説明申しあげます。議案３２号の２枚目と同じ資料となります

決算書８ページをご覧ください。先ほどご説明させていただきました剰余金計算書より、

令和２年度末の水道事業会計未処分利益剰余金は１億９，９９４万６，７８３円となり

そのうち６，４００万円を減債積立金として処分することにつきまして、地方公営企業

法第３２条第２項の規定により議会の議決を求めるものでございます。  

続きまして、令和３年３月３１日現在の貸借対照表でございます。９ページをお願い

します。まず資産の部でございます。１．固定資産では、合計額５３億１，９７９万８，

１０７円となり、２．流動資産では、合計額５億８，５６６万９，２５１円となってお
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ります。以上より、資産合計は５９億５４６万７，３５８円でございます。次に、１０

ページ、負債の部でございます。３．固定負債は企業債１１億５，２３２万３，７８２

円となっております。４．流動負債は合計額１億７，４２４万２，７３８円。５．繰延

収益では２２億８，３０９万５，１２４円となり、負債合計は３６億９６６万１，６４

４円でございます。次に、資本の部でございます。６．資本金が１６億７，３２７万７，

６３８円、７．剰余金は６億２，２５２万８，０７６円となり、資本合計が２２億９，

５８０万５，７１４円でございます。以上より、負債資本合計といたしまして５９億５

４６万７，３５８円でございます。なお、１１ページに、５．注記といたしまして、１．

重要な会計方針に係る事項、２．キャッシュフロー計算書に関する事項、３．リース契

約により使用する固定資産に関する事項を記載いたしております。  

続きまして、令和２年度 決算付属資料の２ページをお願いします。水道事業の概況

についてご説明させていただきます。業務状況としまして、契約件数が前年度より１１

５件増加し１万１，３８２件となり、年間総給水量は前年度と比較して１１万３，８１

８立方メートル増の３１２万４６５立方メートルでございます。県水受水量は前年度よ

り３万２，８６４立方メートル増の２０３万５，４０５立方メートルとなり、有収率は

９２．２％と昨年度と比較して１．６ポイント減少しております。建設改良費では、新

設改良事業で工事２件、老朽管更新事業で工事１件、委託１件、公共下水道築造工事関

連で工事７件を発注し、管延長２，５９９ｍの整備を進めております。これら建設改良

事業に係る事業費は、前年度より６万５，８９０円減の１億５，９６８万６，４００円

となっております。詳細につきましては４ページに工事別に工事内容、金額、工期を記

載いたしております。次に、財政状況でございます。営業収益のうち給水収益は有収水

量が前年度と比べ５万７，０７３立方メートル増加しましたが、新型コロナウイルス感

染症の支援策として基本料金を８か月分免除いたしましたので７，９０６万１，７８８

円減収となっております。営業費用の主な内容といたしまして、原水及び浄水費では、

令和３年度より浄水場を停止することから修繕費が減少いたしております。配水及び給

水費では、管路台帳システム更新により委託料が増、総係費では職員の人件費として人

事異動や会計年度任用職員の制度改変から増となっております。また、営業外収支では、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金として一般会計から７，１７６万８

７１円を繰り入れております。特別利益では、浄水場の施設修繕費として第一浄水場の

ろ過池の活性炭入れ替え費用として、毎年度３００万円を積み立てておりましたが、令

和３年度から浄水場施設を停止することから修繕引当金１，５５０万円を収益に戻して
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おります。次に、３ページをお願いいたします。（２）に議会議決事項、（３）職員に

関する事項でございます。職員配置では、令和元年度末に転出及び退職が２名、転入で

２名となり、令和２年度の合計数では増減はございません。  

次に、５ページをお願いします。業務量に関する事項でございます。下段、供給単価

では、１立方メートル当たり消費税抜きで１８３円６０銭、昨年度と比べて新型コロナ

ウイルス感染症の支援対策による収益減のため３１円７４銭の減となっております。給

水原価は、１立方メートル当たり消費税抜きで１９８円７１銭、昨年度と比較し有収水

量の増加により５円７０銭の減となっております。なお、給水減価につきましては、令

和２年度決算より総務省の算出に準じ経常費用から長期前受金戻入を差し引いた値とし

ております。次に、６ページから７ページをお願いします。事業収益及び費用について、

前年度比較でございます。構成比率は前年度と概ね同じ構成となっておりますが、受託

工事収益及び、受託工事費が宅地造成工事に伴う移設受託の事由から増加しております。

次に、８ページをお願いします。固定資産の取得状況でございます。構築物では管工事

として、総延長２，５９９ｍ、１億９，７６５万５，８５６円の資産を取得いたしてお

ります。明細につきましては１６ページと１７ページに記載しておりますので、のちほ

どご覧いただけたらと思います。次に、９ページをお願いします。重要な契約の要旨と

して契約額が１千万円以上の工事として５件を施工いたしております。企業債及び一時

借入金の概況では、企業債の前年度末残高が１２億９，８０２万７，９３９円、本年度

借入高が２千万円、本年度償還高が８，０３２万７，５８９円となり、本年度末残高は

１２億３，７７０万３５０円となっております。なお、一時借入金はございません。そ

の他の会計処理に関する事項で、他会計補助金は一般会計から７，１７６万８７１円を

受け入れ、たな卸し資産の購入限度額の執行は９１万１，６２５円となっております。  

次に、決算関係書類につきましては、１２ページから１４ページに収益的収支の明細、

１５ページには資本的収支の明細でございます。内容につきましては重複いたしますの

で割愛させていただきます。１６ページ、１７ページに、先ほど説明いたしました固定

資産の明細でございます。１８ページ、１９ページは、企業債の明細でございます。  

２０ページに、令和２年度  斑鳩町水道事業会計キャッシュフロー計算書でございま

す。資金増加額は３，６５２万４，３６４円となり、資金期首残高３億９，４４９万７，

９９６円から、資金期末残高は４億３，１０２万２，３６０円となっております。  

２２ページから２４ページまで各事業活動に係る推移、２５ページには未収金、未払

金、預り金の一覧表、２６ページに損益計算書の推移、２７ページに貸借対照表の推移、
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２８ページから２９ページに主な経営分析比率を記載いたしております。  

また、決算資料といたしまして別途資料１～６を添付いたしております。資料４の石

綿セメント管の改良状況では、令和２年度には１８２ｍの改良を実施いたしております。

資料６の財政推計表では、令和３２年度までの推計をいたしております。  

○木澤委員長 暫時休憩いたします。  

（ 午前９時１７分 休憩 ） 

（ 午前９時１７分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。 上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 そうしたらもう１度。決算資料として別途資料１から６を添付して

おります。資料４の石綿セメント管の改良状況では、令和２年度には１８２ｍの改良を

実施しております。また資料６の財政推計表では、令和３２年度までの推計をしており

ます。推計表では、人口減少や生活様式の変化から有水量が減少し、令和２１年度には

収益的収支がマイナスになる推計でございます。また、資本の部におきましても計画的

に実施する水道管の更新費用などから、内部留保資金も年々減少してまいります。  

今後の水道事業については、厳しい状況が予測される中、多様な方策を検討し住民の

皆様に安全安心な飲料水を提供できるよう、持続可能な事業運営に努めてまいりたいと

考えております。  

以上で、議案第３２号  令和２年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて、及び、認定第７号 令和２年度斑鳩町水道事業会計決算の認定についての説明と

させていただきます。よろしくご審議を賜り、何卒原案どおり可決、認定いただけます

ようお願い申しあげます。以上です。  

○木澤委員長  説明が終わりましたので、斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて及び水道事業会計決算の認定について、質疑をお受けいたします。  齋藤委員。 

○齋藤委員 資料１４のうち、決算附属書類の２ページですけども、事業報告書の概況の

イの建設改良費ですけども、ここに２行目のところに管延長２，５９９メートル、前年

度１，２２１メートルの工事などを行い、となってまして、前年度よりも管の長さが倍

になってますけども、その次の次の行、前年度より６万５，８９０円の減、１億５，９

００いくらとなってます。これは管の長さが倍になっておりながら、工事費は変わらな

いというのは、何か理由があるんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 工事延長が大幅に令和２年度では延びておりますものの、事業費が
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そんなに変わらないというご質問ですが、令和元年度から２年度にかけて継続事業で実

施しておりましたので、令和元年度につきましては事業は完了してない時点で資産とし

ては計上しておりませんでしたものが、令和２年度で計上しておりますので、完了時点

で計上しておりますので、そのため大幅に延長は延びておるという状況でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 そうしましたら、資料１４の２、水道事業会計決算資料の中の資料３の一番

下ですけども、給水収益がで２５年度から見ると何か少しずつ減ってるような感じする

んですけども、これは使用の水量が減ってるから収益が減ってるというふうに理解して

よろしいんでしょうか。 

○木澤委員長  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 今ご指摘いただきましたとおり、給水対象の人口が若干減少してお

るということで、給水収益が減ってきてるということでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。それから、その次のページの資料４ですけども、一番下の欄、

石綿セメント管改良状況が令和２年度は１２８メートルでありまして、未改良延長が８

２０メートルになっております。あとわずかなのに、令和３年度改良予定がゼロとなっ

てますけども、これはもう８２０メートルを今後ずっとこのままにしておくということ

なんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 石綿セメント管の更新につきましては、令和３年度の予定がゼロメ

ートルということであげさせていただいておりますのは、これは何もしないのかという

ことではございませんでして、これまで公共下水道の整備にあわせて一定エリアを更新

をずっと続けてまいりましたが、結果、今現在８２０メートル残っておりますけども、

そういった大きな一団でやっていくところはちょっと今減っておりますので、随時その

残っておるものにつきましては、ほかの事業との連携なども考えまして随時更新は進め

てまいりたいと考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。あと、もうひとつ教えてもらいたいのが、資料６で

すけども、県水に統合されますけども、この表を見ますと一番下の企業債残高が残って

おります。これは県水と統合のときに資産のみが計上統合して、負債は統合しないとい

う意味なのか、今現在この企業債も全部統合のときになくなるというふうに理解してい
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いのか、教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 この財政推計につきましては、あくまでも現時点で県域一体化とい

う話が今出ておりますけれども、それがまだ進んでいる段階でございまして、あくまで

も町単独で単独経営で進めた場合を想定して作成しておりますもので、県域一体化にな

りましたらそういった負債、先ほどおっしゃっていただいた負債等についても全て企業

団、県一体統合のほうに行きますので、その時点でなくなるということでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。ありがとうございます。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そしたら私のほうからもお尋ねしたいんですけども、まず有収率が下がっ

てるんですね。一番高いときで９５％超えてたときあったと思うんですけど、そこから

年々下がっていってると。これ、原因は何でしょうかね。  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 昨年度の有収率がかなり下がりましたのは、建設水道常任委員会で

もご報告申しあげましたように、本管での大きな工事、漏水が何件か続きました。そう

いったこと不明水が増えたということもございまして、そういったことが主な理由とし

て有収率が下がっておるというところで、今考えておるところでございます。  

○木澤委員長  昨年確かに大きな道路の陥没等もあって、量的には多い量が減ったなとい

うのはあるんですけど、その前年も減ってると思うんです。だんだんと下がってきてる

なというのが気になってるんです。全国平均と比べるとまだ高い推移にはありますけど

も、そこをやっぱり１割近く収益化されてないので、何か対策が必要ではないかなとい

うふうに思うんですけど、そこはどんなふうに感じているんでしょうか。  

猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 有収率が年々下がっておるということでございますので、漏水、先

ほど申しあげましたいわゆる本管もしくは引き込み管とかで漏水がどこかで発生してい

るというのは当然考えられます。施設自体が老朽化してきてる中で、老朽管の更新も進

めておりますし、また漏水調査を毎年発注をさせていただきまして、エリアを決めて今

やっておりますけれども、その中で漏水を早期に発見させていただき、そういった不明

水の減少につなげていきたいと考えております。  

○木澤委員長  毎年漏水調査はやっていただいていて、今課長おっしゃったようにエリア
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ごとという形で進めているんでしょうけど、それを強化して、いつもより増やしてやっ

たほうが水道会計にとってプラスになるのか、それかそっちにお金がかかり過ぎてマイ

ナスになるのか、その辺はどうなんですか。これ、ゆくゆく９０％切ってくるみたいな

ことになると会計に与える影響って大きいと思うんですけれども。やっぱり漏水調査を

強化していくっていうことが必要かなと思うんですけど、そこはどうなんでしょうか。  

猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 おっしゃっていただいてますように、有収率はどんどん下がってき

ますと給水収益が下がっていくということになりますので、その辺は現時点ではエリア

ごとというような形を取っておりますけども、さらにこの漏水調査で効果的な方法がな

いのかというのも検証しながら、より精度の高い漏水調査の原因の追及というのをちょ

っと検討していきたいというのは考えておるところでございます。  

○木澤委員長  検討した結果ですね、また担当常任委員会なりで報告いただきたいと思う

んです。 上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 有収率につきましては、委員長からも先ほど説明していただきまし

たけども、同じ規模の全国平均で見ますと８９．８％でございまして、９３％、もしく

は今年で言うたら９２．２％ということは非常に高く維持していると考えております。

その維持できていることにつきましては、先ほど課長も申しましたように、漏水調査を、

斑鳩町の４つの区分に分けて毎年実施しておりまして、管は必ず一年一年老朽化してい

きますので、それが４つの区分を２つの区分に分けたとしても、やはり計画的に漏水調

査を継続していくということが大事で、１年間で例えば１区域を全部したとしても、そ

れを４年、５年ほっといたら結局同じことになりますので、やはり、といって毎年１年

間で全てをするというのはこれはまた費用対効果として無駄になってきますので、４つ

の区分に分けて今、実際漏水調査をしているのが一番効率的ではないかと、担当課では

判断しておりまして、９３．８から９２．２に下がってる、もしくは全体的に下がりつ

つあるんではないかという話もございますけども、維持していくことにすごく大事なこ

とだというふうに考えておりまして、たまたま今回大きな漏水現場がございまして、大

量に水が流れ出してしまったというのはありますけども、９３％維持もしくはそれ以上

のものに持続していくということに向けて検討していきたい、もしくは続けていきたい

というふうに考えているところでございます。 

○木澤委員長  部長の答弁やと、今効率としてはいい形で進めているということですね。

昨年度はたまたまああいう大きなのがあったということですけども、ああいうのは起こ



 - 10 - 

ってはならないですし、今後やっぱり見ていく中で、さらに有収率下がってくるようや

ったら、やっぱり見直しというのが必要かなというふうに思ってます。冒頭にも言いま

したけど、全国平均は上回ってる状況なので、よくやっていただいてるなと思いますけ

ど、年々減ってきてるというのはやっぱり気になりますので、一応部長の答弁で今回収

めときますけども、また今後見る中で必要な検討を加えていただきたいと思いますので、

意見として申しあげておきたいと思います。  

それと、今、財政推計が今後だんだん厳しくなっていくよという中で、もう県水１０

０％にしたので、これからの県の水を買うという形になっていくんですけども、これま

で町でつくって水を売っていてもマイナスが増えていくという中で、何でもってたのか

というと、新たに加入していただく件数が多かったんで、それの金額でプラスになって

た部分が大きいんですけど、そこのところっていうのは財政推計には反映されてるんで

すかね。加入件数、新規加入件数って見込みを立てるのって非常に難しいとは思うんで

すけど、実際に町の会計に大きな影響を与えているものなので無視できないと思うんで

すね。それは財政推計のほうには反映はされているんですかね。 猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 今現在つくっております財政推計につきましては、給水人口の推移

を基に立てておりますので、ご質問いただいております契約件数そのものを幾らという

ことで算定に、ベースに出しているというところではございません。 

○木澤委員長  そうすると、この新規加入による収益っていうのは、現状を維持するとい

うような形で反映してるのか、そうかそもそも金額自体が入ってないのか、そこはどっ

ちなんですか。 猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 その件数、いわゆる推計そのものは現状を維持しているというよう

な形で見ております。  

○木澤委員長  わかりました。今後人口が減っていく中で、必ず減少になってくるのかな

というふうに思いながらも、毎年毎年ちょっとずつ増えてきてますので、ここが下りカ

ーブになるのがいつなのかなというような予想するのは難しいですけども、そこのとこ

ろやっぱりよく見とかないといけないなというふうに思いましたんで、ちょっと確認さ

せてもらいました。あと、コロナ禍の下で、水道の基本料金を８か月減免していただい

て、一般会計の繰り入れは７，１００万円ということですけれど、それにかかってる費

用が７，９００万円ですかね、これ一般会計からの繰り入れというのは、半年分だけで

したっけ、２か月分は水道のほうから持ち出しでやってたんでしたっけ。  

猪川上下水道課長。  
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○猪川上下水道課長 ご指摘いただいたとおり、８か月分のうち５か月分を交付金のほう

で繰り入れしていただいております。  

○木澤委員長  それはそれで別にいいんですけど、ただ後々資料を見たときに、そのこと

がないと何か単年度だけ給水量が収益ががんと減ってしまってるということになるんで、

経年して見ていくのに、通常の水道の使用料がどうなっているのかというのを追いにく

いなというふうに思うんで、できたら資料１４の２の資料３に、下段に給水収益の推移

というのを書いていただいてますけど、そこにそういった事情をちょっと注釈で書いて

いただくなりしておくと、後々見たときにわかりやすいかなと思いましたので、そうい

う形で給水収益、コロナで減免した分はこういう形で減免してますよというのを書いて

いただいておきたいなというのをお願いしておきたいんですけど。  猪川上下水道課長。  

○猪川上下水道課長 そういったご指摘のとおり、注釈のほうを付けさせていただきたい

と考えております。  

○木澤委員長  そしたら、よろしくお願いします。  

ほかにございませんか。 伴議長。  

○伴議長 何点か教えてほしいんですねんけど、資料１４の２の資料４、一番下の令和３

年度の予定、ゼロメートルで８２０残っているのに、ずっと事業を続けてくれてやった

のに、この３年だけゼロになる。これは今現時点でこれを予定してないと。このゼロい

うのがちょっとよう分かりまへんねんけど、これは何でゼロになってますねやろ。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 今、主に公共下水道の更新でありますとかに合わせて工事をやって

おった関係上、そういったところで石綿管というのはあり、現状ないということで、今

ゼロにさせていただきました。先ほどもご答弁させていただいたとおり、放っておくと

いうことではございませんので、そういったほかの単独で行います老朽管更新とかで、

そういった部分が出てきましたら、それはその都度実施していくと。ほかの事業の絡み

でも出てきましたら、それに合わせてできるところはやっていきたいというふうにして、

改良は早く終わりますように努めていきたいというふうには考えております。  

○木澤委員長  伴議長。 

○伴議長 今の説明でわかりました。言うたら、その場所場所によってたまたまこと当て

はまらんということになっとる。もうひとつ委員長からも話あった、１４の１の財政状

況のこの基本料金の件ですねんけど、これちょっと教えてほしいですけど、約８千万円

ほどの基本料金が免除されてんなと。この資料からは出ますねんけど、基本料金いうの
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はざっと約１万件ほど、斑鳩町あるとなってきたときに、人数とかと計でいきますんか

な、結局。これでいったら、約１万円弱の金額が免除されたから８か月間なってる、こ

の辺の結局、普通の一般家庭ですと、どれぐらいの免除になったのか、この８か月間。

わかりやすく教えてもらえまへんやろか。ざっとで結構でございます。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 いわゆる一般家庭でいきますと２０ミリが一応基本になりますので、

１か月分で申しあげますと、２０ミリで大体基本料金の免除を行いまして、約８８０万、

９００万近く免除しておる形になっております。ですので、１件当たりは１契約になり

ますので、２０ミリでいきますと８５０円の消費税で９３５円が免除されております。

それの８か月分ということで、７，４８０円です。  

○木澤委員長  伴議長。 

○伴議長 やっぱり水道の明細で来ますやろ。私も関心持って見ましたけど、なかなか免

除していただいているのは、じっと見たらわかりまんねん。ところが、そうでなかった

ら、ふだん使うてるもんやからね、あんまり実感が沸いてけえへん。その点、商品券と

かやったら結構町から来たりして、これでまたちょっと助かるな、今この状況でちょっ

としんどいところ助かるなとかいうのがわかる、水道いうのは一応入れてはいただきま

した、こうピラみたいなやつね、小さいピラみたいなやつ見てますねんけど、やはり皆

さん日々使うていく中で、なかなかちょっと分かりにくかったんで、今これ聞かせても

うて、言うたら１件当たり７，５００円弱、延べで、言うたら平均ですけど、その分だ

け助かったなということがよくわかりました。以上です。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そうしましたら、これをもって、斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の

処分について、および、水道事業会計に対する質疑を終結します。  

次に、認定第８号  令和２年度斑鳩町下水道事業会計決算の認定についての審査を行

います。  

理事者の説明を求めます。  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 それでは、認定第８号  令和２年度斑鳩町下水道事業会計決算の認

定についてご説明させていただきます。 

最初に、議案書を朗読させていただきます。  

認定第８号  
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令和２年度 斑鳩町下水道事業会計決算の認定について  

標記について、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、別紙のとおり提出し、

議会の認定を求めます。 

令和３年９月１日提出  

斑鳩町長 中  西 和 夫 

それでは、令和２年度  斑鳩町下水道事業会計決算について、ご説明させていただき

ます。決算書の２ページをお願いいたします。  

（１）収益的収入及び支出でございます。収入で、第１款  下水道事業収益、最終予

算額７億１，０２６万３千円に対しまして、決算額７億２，１９４万６，４９５円、差

し引き１，１６８万３，４９５円の増となっております。次に、支出でございます。第

１款 下水道事業費用、最終予算額７億１，０２６万３千円に対し、決算額７億２８０

万４，４５６円、不用額７４５万８，５４４円でございます。  

次に４ページをお願いいたします。資本的収入及び支出でございます。第１款  資本

的収入で、最終予算額１１億３，０８６万４，８８０円に対しまして、決算額１０億５，

２９０万６，５００円で差し引き７，７９５万８，３８０円の減でございます。次に支

出でございます。第１款 資本的支出では、最終予算額１１億７，３３０万６，８００

円に対し、決算額が１０億８，５０６万４，４８９円で、翌年度繰越額として、地方公

営企業法第２６条の規定による繰越額１，５７２万円となり、不用額は７，２５２万２，

３１１円となっております。表の欄外のとおり、資本的収入額が資本的支出額に不足す

る額３，２１５万７，９８９円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額から

１，７３９万８，４４６円、過年度分損益勘定留保資金から１，４７５万９，５４３円

を補填いたしております。次に６ページをお願いいたします。損益計算書でございます。

１．営業収益は１億５，３２０万４，５３５円、２．営業費用で５億５，７６６万７，

１４７円、営業損失が４億４４６万２，６１２円でございます。３．営業外収益では５

億４，３１５万９，３４１円で、４．営業外費用では１億３，６９５万３，１３６円、

経常利益は１７４万３，５９３円となっております。また、５．特別利益、６．特別損

失はございませんでした。以上により、当年度純利益は１７４万３，５９３円となり、

前年度繰越利益剰余金は、５２４万８，９４９円から、当年度未処分利益剰余金は６９

９万２，５４２円となっております。次に７ページをご覧ください。剰余金計算書でご

ざいます。資本金及び資本剰余金は前年度と同額でございます。利益剰余金につきまし

ては１７４万３，５９３円を加え６９９万２，５４２円となり、資本合計は１４億６，
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６５４万１，４７５円となっております。  

続きまして、令和３年３月３１日現在の貸借対照表でございます。８ページをお願い

いたします。まず、資産の部でございます。１．固定資産では、合計額１８４億６，１

１４万１，６９７円、２．流動資産では、合計額４億８，６９９万６７４円となってお

ります。以上より、資産合計は１８９億４，８１３万２，３７１円となっております。

次に、９ページ負債の部でございます。３．固定負債では、企業債８１億２，６５６万

３，２４６円、４．流動負債では、合計額８億７，１３３万７，６９４円、５．繰延収

益では８４億８，３６８万９，９５６円となり、負債合計は１７４億８，１５９万８９

６円となっております。資本の部でございます。６．資本金が１４億５，９５４万８，

９３３円、７．剰余金は６９９万２，５４２円となり、資本合計が１４億６，６５４万

１，４７５円でございます。以上より、負債資本合計といたしまして１８９億４，８１

３万２，３７１円でございます。なお、１０ページに５．注記としまして、１．重要な

会計方針に係る事項、２．キャッシュフロー計算書に関する事項、３．リース契約によ

り使用する固定資産に関する事項を記載いたしております。  

次に、令和２年度  決算付属資料の２ページをお願いいたします。１６の１でござい

ます。下水道事業の概況について、ご説明させていただきます。業務状況としまして、

本年度の業務量は整備面積が５ヘクタール増え、２５２ヘクタールとなり、供用人口が

１万８，５５５人となりました。また、接続申請件数は１７１件増加し、累計４，４７

３件となり、普及率は、昨年度と比較して２．４ポイント増の６５．８％、水洗化率は

昨年度と比較して３．１ポイント増の７３．１％となっております。建設改良費では、

管路建設改良事業で工事９件、委託４件を発注し、管渠延長３，０７０ｍの整備を進め

ております。これら事業費は６億１，８８３万６，４００円となっております。詳細に

つきましては、４ページ、５ページに、工事別に工事内容、金額、工期を記載いたして

おります。次に、財政状況でございます。営業収益のうち下水道使用料は、有収水量が

前年度と比べ６万６，１０１立方メートル増加し、前年度と比べ７４８万７，５５８円

増の１億５，２５８万９，５３５円となっております。営業費用の主な内容といたしま

して、総係費では下水道使用料の徴収に要する費用の増により委託料が増加いたしてお

ります。また、下水道の流入量の増加により汚水処理費の流域下水道管理運営費負担金

が増加いたしております。次に、３ページをお願いします。議会議決事項、職員に関す

る事項でございます。職員配置では、令和元年度末から転出及び退職者４名等により、

令和２年度の合計数では１名の減となっております。次に、６ページをお願いします。
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業務量に関する事項でございます。処理区域内人口は７０９人の増の１８ ,５５５人で、

普及率が６５．８％でございます。水洗化人口は１，０７８人の増の１３ ,５６２人で、

水洗化率は、７３．１％となっております。  

次に、７ページ、事業の収益及び費用について、前年度との比較でございます。構成

比率は前年度と概ね同じとなっているところでございます。次に、８ページをお願いい

たします。固定資産の取得状況でございます。構築物では、管工事で総延長３，０７０

ｍ、７億１，２２５万２，２２２円の資産を取得いたしております。明細につきまして

は、１６ページと１７ページに記載いたしております。次に、９ページをお願いいたし

ます。重要な契約の要旨として、契約額が１千万円以上の工事６件でございます。企業

債及び一時借入金の概況では、企業債で前年度末残高が８６億４，１３５万４，８３６

円、本年度借入高が３億６，８６０万円、本年度償還高が４億３，０１２万２，１１２

円となり、本年度末残高は８５億７，９８３万２，７２４円となっております。一時借

入金では借入残高の最高額は１億円で、水道企業会計からの借り入れでございます。そ

の他の会計処理に関する事項で、他会計補助金は一般会計から合計で５億３，４２８万

６千円を受け入れ、他会計補助金等の使途の特定については、収益定収入及び資本的収

入のそれぞれの使途特定内容を記載いたしております。  

次に、決算関係書類につきまして、１２ページ、１３ページに収益的収支の明細、１

４ページ、１５ページには資本的収支の明細でございます。内容につきましては重複い

たしますので割愛させていただきます。１６ページ、１７ページは、先ほど説明いたし

ました固定資産に係る明細でございます。１８ページから２５ページまでが企業債の明

細でございます。２６ページをお願いいたします。令和２年度  斑鳩町下水道事業会計

キャッシュフロー計算書でございます。現金預金の増減額は１億３，８６９万７，１７

７円となり、現金預金の期首残高２億９，６０６万７，９８０円から、現金預金の期末

残高は４億３，４７６万５，１５７円となっております。２８ページから２９ページま

で、各事業活動に係る推移、３０ページには未収金、未払金、預り金の明細一覧表、３

１ページに損益計算書の推移、３２ページに貸借対照表の推移を掲載しております。  

以上で、認定第８号 令和２年度 斑鳩町下水道事業会計決算の認定についての説明

とさせていただきます。 

よろしくご審議を賜り、何卒原案どおり認定いただけますようお願い申しあげます。 

○木澤委員長  説明が終わりましたので、下水道事業会計について質疑をお受けいたしま

す。 齋藤委員。  
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○齋藤委員 資料１６の１、決算補足書類附属資料の２ページのところで、２ページの概

況（１）総括事項、その中のア、業務状況ですけども、令和２年度の普及率が２．４ポ

イント増加しまして、それから接続率が３．１％増加しております。これは普及率より

も接続率が増加しておりまして、いい傾向だと思うんですけれども、何か努力されたと

か、何か原因はあるんですか。教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 普及率につきましては、整備を供用開始した、つまり整備をして接

続できますよという区域の中の人口と、事業計画エリアの人口を比率で出しております。

また、接続率につきましては、実際に接続されている人口と事業区域内の人口の比率で

算定をしておる関係で、数字としては今おっしゃっていただいたように、接続率が高く

なったりする形になりますけども、日々工事のほうを進めさせていただいて多くの方に

接続、今年も１７０、２年度も１７１件の接続をいただいておりますので、こういった

ことで接続率が高くなってきていると思っております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、失礼ですけども、特に努力したというんじゃなくて、結果的

にこうなったっていうことで、例えば翌年度また下がるかもしれないということなんで

しょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 接続率、努力はもちろん工事として日々、まだ整備の途中でござい

ますので、整備区域をどんどん増やしていく中で、接続の啓発を行っておりますし、そ

ういったことで接続をしていただく方が増えてるのかなということです。  

○木澤委員長  令和２年度の予算時の見込み件数は何件でしたか。 猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 予算の当初では８０件の接続ということで、今見ておりましたけど

も、実際は１７１件です。 

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。それから、資料１６の２の資料４、財政推計表を見させても

らいますと、１つ一番下の欄、２つありますけども、普及率と接続率が、裏にいきます

とだんだん乖離しておりまして、最終的には令和２０年度には普及率が９５．１％、し

かし接続率が７８％というような形になっておりまして、こうなりますとやっぱり収入

が少なくなっていきますので、他会計からの補助というのが多く見込まれるんじゃない

かなというような気がするんですけども、これを減らす対策というかですね、接続率が
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伸びないで、普及率が伸びていくというトレンドの中で、今後どのようにしてこれをク

リアしていくのかを教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 今、ご質問いただきましたように、工事につきましては下水道事業

は一般財源から繰り入れをしていただいて事業を進めておるといった状態でございます

ので、このままこれまでの計画を見ていきますと、事業費が非常に一般会計に負担を大

きくしていくという状況の中で、それでも整備を進めていかないといけないということ

もありますので、いわゆるこの町財政の負担というか、そういうふうなことを考えます

中で、今年度の事業から今後の企業債の残高も９０億近くなってきておりますので、そ

れの残高が増えないような方向で事業の規模を少し見直しをいたしまして、事業を進め

ているというところで、それでもって今、工事の大きな流れを今つくっていって、負担

が大きくならないような形での事業の進捗というのを今考えているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 これを見ますと、企業債の残高は少しずつトレンドとして減っているという

ことですので、債権を減らしながら、普及率を上げながらということだと思うんですけ

ども、例えば普及率と接続率の差、乖離が大きくなると、やはり必要のないと言ったら

失礼ですけども、余り人口のいないところに普及して、結果的に接続率が悪くなってい

く、工事費はかかるけども接続する人数が減っていく、そのようなバランスがあると思

うんですけども、やはり令和２０年度、これから１７年後に９５％まで持っていくとい

う考えっていうのはですね、例えばこれでいいのか、またずっとこのままでいくのか、

例えば収入と費用とバランスを見て、それをまた考える余地があるのか、そのようなの

はどのようにお考えか教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 齋藤委員がおっしゃるとおりでございまして、普及率の向上と接続

率の向上がだんだん乖離していくことは非常に担当課といたしましても、収入、企業で

すのでなかなか経営観点から申しましても難しい話でございます。先ほど、努力の話が

課長からありましたけども、当然接続していただく、もしくは要望の高い区域から整備

していくと、そういう声をいただいたところから整備をしていって、多くの方に接続し

ていただくということがもともと主に置いておりましたので、例えば集中浄化槽で今ま

で生活されておられたところに、早く公共下水道を引いて、望んでおられる方と、こち

らも料金として収入を上げるといった対策は今まで取っておりまして、今、集中浄化槽
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の地区はなくなったところでございます。その中で、あとは汲み取りトイレを利用され

ている方とか、あと地域として汚水ですね、雑排水の水路が汚れてどうしてもっていう

ようなところに早く下水道を普及して、つないでいただくと。そしたら地域の方も喜ん

でいただくしというところで、接続率の向上をさせていただきたいというのがまず１点

と、２点目といたしましては、やはりこの決算でも予算でも委員会ごとに答弁させてい

ただいてますのは、やはり使用料の割合に対して、流域下水道の維持管理負担金、これ

処理料なんですけども、約半分処理料として負担金として納めてますので、その辺をそ

の協議会等で市町村併せて県にして、ちょっとでも安く処理費をしていただくことで、

町に残る部分が残って、経営に役立てるというところは今後も引き続き県と調整してい

きたいなというふうに考えているところでございます。以上です。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 もうひとつ、普及率ですけども、これは近隣の市町村と比べてはどんな感じ

なんでしょうか。例えば１７年後９５％っていいますのは、近隣はもう既にほぼ１０

０％近くいってんのか、その辺のところを教えてください。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 令和元年度の数値になってまいりますけども、奈良県全体で普及率

の平均で８１．２％というところでございます。接続率の平均につきましては、９２．

５％というふうに、今なっております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、普及率よりも接続率の高いという状態は奈良県全体はそうで

しょうけれども、近隣というのはどんなもんなんでしょうか。だいたい同じ。 

○木澤委員長  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 近隣、生駒郡で申しましたら、例えば平群町で普及率が６３．６％、

接続率は８０．２％です。令和元年度の資料ですけれども。三郷町で普及率が９３．

４％、接続率が９５．９％。安堵町におきましては、普及率が９４．５％、そして接続

率が６８．５％となっているところでございます。ただ、これ郡内におきましてもいろ

んな状況がございますので、この数字だけで普及率もしくは町の工事の進め方について、

ちょっと議論のほうは厳しいかなというふうには思っているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。あともうひとつだけ。水道が県水一体化になりますけども、

下水道というのはそういう動きというんですかね、県で一体化みたいな話はあるのかな
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いのか、教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 水道事業のように具体的にこういった下水道事業についてどうして

いくかっていうことはまだありませんけれども、県におかれましても、下水道のそうい

った協議会、協議会というか担当課長会議でありますとか、いろんな機会を捉えて、市

町村との意見交換の中で、そういったことについても検討していかなければならない状

況であるというのを認識されて、今進められているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました、ありがとうございます。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  奥村委員。  

○奥村委員 公共下水道の、今も言われておりました面的整備を進めるということですけ

れども、住民の方からよく、うちの自治会というか、この地区はいつになったら接続の

工事をしてもらえるのかなというご質問をよくいただくんですけれども、そういうきっ

ちりしたスケジュールというのはわかりませんけども、ここの地域は大体こういう感じ

というか、そういうのをお示しいただくというのはできないんでしょうか。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 先ほどのご質問の中で部長が申しあげましたように、いろいろ集中

浄化槽でありますとか、そういった区域はもう終わりましたけども、ご要望の多い地域

とかを中心に、今接続の、工事のほうを進めさせていただく中で、徐々にもうこの整備

が進んでいった中で、まだ一団で残っておるところがございますので、そういったとこ

ろを優先というか抽出する中で、今工事を進めておりますので、ここがいつというのは

なかなか申しあげにくいところがありますので、そういった形で大きなエリアで残って

いる部分について、先に進めていくという形で今進めさせていただいております。  

○木澤委員長  奥村委員。  

○奥村委員 ということは、ご希望があってもなかなかその地域全体のご要望が少なけれ

ば、やっぱりなかなかついていかないという、ついていかないというか、工事がなかな

かしていただけないということになるんですかね。  

○木澤委員長  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 今、ご質問に関してのスケジュール的な、工事の整備のスケジュー

ルの話でございます。以前ですね、いろんなご意見いただく中で、毎年９月の広報に、

下水道の日と題しまして特集をずっと毎年度、今年度もマンホール関係の記事を載せさ



 - 20 - 

せていただいてるんですけども、その記事の中で、次年度にする整備の区域として載せ

て計画してたときがありまして、ただそうなったときに、今まで議論ありました執行に

関しての起債の残高とか財政状況の問題で、なかなか計画どおりに進んでいかないと。

そうしたときに、情報を発信するがそのとおりにできないということで、かなりちょっ

と地元の方からも怒られたり、違うやないのという話をいただいているので、あまり不

確かな情報が出すことができないということで、今はやっていない状況なんです。  

ただし、認可区域という区域として、これは下水道法の中で決めて進めている区域で

すので、まずは認可区域に入ってるかどうかでひとつの区域として整備ができますよ、

もしくは近々整備をするということで、住民さんの理解を得ていきたいなと考えており

ますので、個別に、もしそういうご意見がありましたら、また相談いただければ、そう

いった声も反映して今後のスケジュール、計画に反映していきたいと思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そしたら私のほうからもお尋ねしたいんですけど、財政推計表を見る中で、

国庫補助金のほうが令和元年度から見るとだんだん減ってきているということで、以前

から心配していましたけど、補助金の補助率が減らされたとか、今後そういうふうにな

っていくとか、その辺の動向というのはどうなっているんでしょうかね。  

猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 補助金の補助率につきましては、現状、現在のところ国からそれを

下げるとかいうような状況はまだございませんので、現時点では今の２分の１補助とい

うのは変わらないと考えております。ただし、この財政推計につきましては、先ほどの

齋藤委員のご質問の中でもお答えさせていただいたんですけども、いわゆる財政的なも

のを考えますと、余りにも今のペースで行きますと非常に負担が大きくなるという中で、

補助、企業債残高が増えていかないような方向での事業費のペースを保とうということ

で、補助事業自体の額を少し見直しているところがございますので、そういった意味で

少し減っておるというところでご理解いただければと思います。  

○木澤委員長  それやったらそれで、今のところは安心ですけど、今後どうなっていくか

というのはやっぱり分からないという中で、先ほど齋藤委員からもありましたけど、接

続件数はやっぱりどう増やしていくのかというところに力を入れていかなければいけな

いのかなと。先ほど確認させていただいたところ、令和２年度で言うと当初８０件やっ
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た見込みが大幅に増えて接続していただいたということで、職員の皆さんが努力してい

ただいてるなというふうには感じたんですけども、水洗化率を聞きますと、三郷町さん

が９５．９％ということで、この財政推計を見ますと、完成まで行っても８０％程度で

見込んでるのかなと。財政推計でそれで収支何とかバランスよくやっていけるというこ

とで組んでいただいているかと思いますけど、ちょっと水洗化率については控え目な数

字じゃないかなというふうに思うんですけど、これもうちょっとやっぱり、きちっと上

げていくということで、推計組んで、やっぱり一般会計の負担ももっと減らせていきま

すので、ちょっと見込みは緩めに組んでるんじゃないかなと思うんですけど、最終的に

私、だからよそも、もう８０％ぐらいしか行かないのかなというふうに思ってたら、９

５％という接続率までいっていらっしゃるところがあるんやったら、そこの取り組みを

やっぱり参考にさせていただいて、斑鳩町としてもそういう接続率を追及していくべき

やないかなと思うんですけんど、そこはどうなんでしょうか。  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 今おっしゃっていただいたように、そういった他市町村の取り組み、

斑鳩町ではビラを個別に配布させていただきながら啓発活動をさせていただくというよ

うなことをこれまで続けておりました。ほかにもいろんな取り組みをされてるところが

あると思いますので、さらにその辺を研究させていただいて、斑鳩町でよりよい接続率

向上につながるものがありましたら、また参考にさせていただければというふうに考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

○木澤委員長  上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 補足させていただきたいと思います。まず、三郷町につきましては

以前より単独の公共下水道を実施されて処理場を持っておられて、いえば小さい区域で

も公共下水道は普及しておりましたので、そこの末端を県の流域下水道につなげられた

ので、整備のスタートが斑鳩町とは違うというのが一点と、それと接続率の、今もうち

ょっと高めにという話でいいますと、この財政推計、また予算の８０件に関しましても、

これ目標として設定しているわけではなくて、あくまでも経営の観点から設定している

数字でございまして、今の水洗化率につきましても、今までの、例えば１年目に整備し

たところの区域が、１年目に何件接続された、２年目に何件接続されたというのを全部

統計取って、１年目に整備したところの接続率が何％ということを累計、統計合わせて

今この数字になっておりますので、当然後年度でどんどん接続していただければ、この

数字が上がってくるということですので、客観的に、自分らでつくった目標の数字では

なくて、客観的に今、このような状況が続けばこういうふうになるという数字で財政推
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計はつくっておりますので、ご理解いただきたいと思います。  

○木澤委員長  そうしましたら、目標はまた別で持っておられるということで、そちらの

ほうもぜひ示していただきたいなと。それは統計的に毎年毎年ごとではなくて、そうい

う推計的なものを持っていらっしゃるんでしょうか。 上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 今までの実績は統計上持っていまして、例えば集中浄化槽区域は当

然もう１年、２年で１００％になりますので、そういった区域とか、例えば旧集落とい

われます区域ではやはり敷地が大きいので、なかなか接続の費用が高くつくので、やは

り最初に接続件数が増えていくのに時間がかかっているという統計的な資料を持って、

それの平均でこの統計の数字を当てはめたものでございます。そして、目標と数値でご

ざいますけども、当然高く１００％を目指して今普及しているところについては、未接

続の件数についてビラも配って、もしくは電話がありましたらそこにまでお宅に行って、

接続についての相談を受けておりますので、高い目標を持って取り組んでいるところで

ございます。  

○木澤委員長  ぜひ、そちらも見えるような形で提示していただきたいなと、努力してな

いんではないですかということになってしまいますので、努力していただいてるのは、

先ほどの結果聞かせていただいてもよく分かりますので、引き続き水洗化率を上げてい

ただいて、やっぱり一般会計の負担をできるだけ少なくしていくということで、進めて

いっていただきたいというのは、みんな心配してることやと思いますので、お願いして

おきます。  

伴議長。  

○伴議長 今、委員長いろいろ質問された、逆の視点といいますか、令和２０年とか出し

ていただいてますけど、しんどいなと、この数字見たときに僕は思ったんですわ。えら

いしんどい数字を上げてはんなと。私も集中浄化地域に住んでおりました。だから、正

直言うてやっぱり１００％の丁寧な説明を町から受け、みんなが集中浄化から公共下水

に変わるような、本当にきめの細かい、そういうような形でやっていただいたおかげで

スムーズに行きましたけど、たしか町内そこそこ１０か所近くあったん違うかなと。こ

れもし、集中浄化を抜いたところの数字、１００％を抜いたところの数字、７０から何

ぼに下がるんやと。集中浄化の分母だけをぱっと引くと、僕怖い数字になると思います。

そうなってきたときに正直言って最終的にこの数字を持っていくと。以前から斑鳩に住

んでおられる地域の状況、つなげたいねんけど、道から自分の家まで１００メートル近

くあるんやとか、何百万かかる。また、まだ外におトイレがあるお家もあり、そこで非
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常に難しいんやと、屋外だけでも大変やねんというのが何件もございます。だからそう

いうような、気持ちはあるけどできへんねんと。そういうようなこともある中で、ちょ

っと何点かお聞きしたいんですけど、今、集中浄化じゃなくて個別浄化の補助というの

は今どないなってますねやろ。それを、個別浄化槽を家に設置したいと。それに対する、

前ずっとやってくれてはりましたな、最近あまり耳にしませんねんけど、その事業が続

いて、そしてまた件数がどんな形になってるんか、もしすぐに分かれば教えてほしい。  

○木澤委員長  暫時休憩します。  

（ 午前１０時２１分 休憩 ） 

（ 午前１０時２４分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。 上田都市建設部長。  

○上田都市建設部長 浄化槽設置の整備の補助金につきましては、環境部局で補助金制度

を持っておりまして、例えば５人槽やったら３３万２千円というような個別に補助金を

出しているところでございます。一方、下水道の部局につきましては、先ほど説明させ

ていただきました認可区域が、斑鳩町全体で下水道を整備する区域の中でおおよそ７年

ごとに整備する区域を認可区域として定めておりまして、その７年ごとにずっと整備で

きたらまた増やす、整備できたら増やすというようなことをするのが認可区域として定

めておりまして、現在、令和６年度までの認可区域の設定をいたしておりまして、その

区域内を令和６年度までに整備するという目標で進めている区域がございます。その後、

令和７年度から見直しをかけまして、残ったところと次増やすところといったところが

令和６年度中に検討いたしまして、令和７年度からの７年の期間として取り組んでいる

ものでございます。  

○木澤委員長  伴議長。 

○伴議長 この個別浄化の話をさせていただいたのは、集中浄化の接続率を今７０から引

いてしまうと、本当に厳しい数字が出てくるのは僕何となく分かりますんで、その中で

場合によれば、やはりこのあたりはもうちょっと将来的に難しいやろうというのであれ

ば、ひとつこの個別浄化、今非常にいい商品、製品が出てますんで、決して環境を汚さ

ないような個別浄化であれば、そっちのほうが町がプラスになる。また非常に財政的に

というのであれば、やっぱりこれ考えていただきたいなと。これはもうほとんどのバラ

ンスやと思っていきますねん。でないと、今までのこの状況、ただ他町のやつは時代背

景があります。言うたら川の向こうであれば、平成まででやってはったりすると、非常

に日本の経済の状況が違う時代に住宅開発され、そのときは一気につながはったと。そ
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れと当町との違いというのはよく分かりますし、また、つなぎたいけどつなげへんねん

と。もう一点お聞きしたいですねんけど、借入れして、言うたら手持ちがないと。そや

けど、公共下水つなぎたいというときに、借入れ制度というのはたしかあったはずです

ねんけど、あれに対して初めの協力金って、１０万円の加入負担金についての借入れの

範囲に入ってくるのか、そこを教えてほしいですねん。やっぱり、つなげたいというニ

ーズがありますんで。  

○木澤委員長  猪川上下水道課長。 

○猪川上下水道課長 最初に接続申請をいただく中で、資金的なものの中での総額として

借入れられるお金について、最終的には借入れられたお金についての利子を補填させて

いただくという形で補償という形を取っております。加入負担金も含めての形になって

おります。  

○木澤委員長  伴議長。 

○伴議長 わかりました。ということはこれ、住民が金融機関等で交渉し、そして支払い

の期間というのが５年なんか１０年なんか分かりませんけど、その契約をして、それに

ついて金利分を町が持ってくれはるというような制度になってるように、今、話。やっ

ぱりこれ難しいでっせ。やはり、金融機関に交渉する、非常にやっぱりその費用を捻出

するのが厳しい、だけど環境のことを考えてつなげると。もう一言、何かつなぎやすい

方法というのを考えていただかないと、今これ、これからはもう集中浄化のところがあ

りませんので、やっぱり正直言うて普及率と接続率が開いていく、こういうような可能

性ってものすごくあると思います。もう正直、集中浄化のところにおっただけに、切実

に感じるんですわ。その辺りも考えて、やはり気持ちのある方もそこそこおられますん

で、私耳にしてますんで、その辺りまたいろいろアイデアを考えて、ちょっとつないで

もらえるように、基本的にやっぱり経済面というのをおっしゃられる方が多いです。や

はり、いろんな形で、その中で余剰のお金がなかなか出てこないというような話をよく

聞きますんで、またその辺り考えていって、もう答弁は結構ですんで、ひとつよろしく

お願いしたいと思います。以上です。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長  そうしましたら、これをもって下水道事業会計に対する質疑を終結します。  

以上で、都市建設部所管に係る決算審査を終わります。  

理事者入れ替えのため、１０時５０分まで休憩します。  



 - 25 - 

（ 午前１０時３２分 休憩 ） 

（ 午前１０時５０分 再開 ） 

○木澤委員長  再開します。  

それでは、住民生活部所管に係る決算審査を行います。  

初めに、第２款 総務費について、説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、第２款 総務費のうち、住民生活部が所管いたします決

算の概要についてご説明を申しあげます。座って説明のほうさせていただきます。  

主要な施策の成果報告書資料編の１０ページをお願いしたいと思います。  

第１項 総務管理費 第１目 一般管理費のうち、人権の擁護についてでございます。

人権相談の実施につきましては、町の人権擁護委員により毎月１回開催をしております。

令和２年度では新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、５月と６月の相談を

中止いたしております。また無料法律相談の実施では、奈良弁護士会の弁護士により毎

月３回開催し、１５８件の相談を受け問題解決の支援を行っております。令和２年度で

は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、４月２１日から６月２３日までの

間、電話での相談といたしております。次に、１２ページでございます。住民と行政の

協働によるまちづくりのうち、行政相談の実施では行政相談委員により毎月１回開催し、

行政サービスや手続きに関する相談を受け付け、相談者への助言や関係機関への通知な

どの対応を行っております。こちらもほうも令和２年度のほう、４月から６月の相談を

中止をいたしております。 

次に、３３ページから３５ページにかけてでございます。第３項  戸籍住民基本台帳

費 第１目 戸籍住民基本台帳費でございます。職員人件費、印鑑登録、住民基本台帳、

戸籍などの事務に要する費用について、支出をいたしております。はじめに、行政の情

報化の推進の証明書コンビニ交付サービスの運用では、マイナンバーカードを利用した

コンビニエンスストアでの証明書の交付について、令和２年度では住民票８９５件、印

鑑登録証明書７２６件など、全体で１，８９５件の交付を行っております。次に３４ペ

ージでございます。行政事務の効率化の住民基本台帳ネットワークの運用では、令和２

年度のマイナンバーカードの発行は３，４６２枚で、累計発行枚数は８，８７３枚、交

付率は３１．４％となっております。 

以上、第２款  総務費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要の説明とさせ

ていただきます。よろしく審査を賜りますようお願いを申しあげます。  

○木澤委員長  説明が終わりましたので、第２款  総務費について質疑をお受けします。  
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  齋藤委員。  

○齋藤委員 ３５ページの戸籍総合システムの運用ということで、１ ,５００万円とあり

ますけども、これは機器導入のためにかかるのか、もしくは毎年ランニングコストとし

て１，５００万円かかっていくものなのか、教えてもらえないでしょうか。 

○木澤委員長  関口住民課長。  

○関口住民課長 戸籍総合システムの運用の金額が増加していることにつきましては、ラ

ンニングコスト以外に、令和２年度ではデジタル手続法の公布に伴うシステム改修等を

行ったということが主な要因として金額が増えているものでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、来年度はもうちょっと減るということでよろしいでしょうか。 

○木澤委員長  関口住民課長。  

○関口住民課長 令和３年度の予算は減っております。当初予算として減っております。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  これをもって、第２款 総務費に対する質疑を終結します。 

次に、第３款  民生費について説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、第３款 民生費のうち、住民生活部が所管いたします決

算の概要について説明をさせていただきます。座って説明させていただきます。  

それでは、主要な施策の成果報告書資料編でございますけれども、３８ページから５

５ページでございます。第１項  社会福祉費から始まるものでございます。  

はじめに、３８ページから３９ページの第１目  社会福祉総務費でございます。職員

人件費、福祉団体の支援、国民健康保険事業特別会計への繰出などに要する費用につい

て支出を行っております。３８ページの人権の擁護では、成年後見が必要とされる人が

安心して後見を行うことができるよう、関係町で法人後見センターの運営の支援を行っ

ております。また、地域ぐるみの福祉活動の推進では、町社会福祉協議会をはじめとす

る福祉団体の支援等に要する費用を支出を行っております。次に、３９ページでござい

ます。防災消防では、災害時に避難が困難な避難行動要支援者への支援体制を構築し、

適切な支援を図るため避難行動要支援者名簿の提供等による関係機関との連携等を行っ

ております。１つ上にお戻りいただきまして、国民健康保険の充実の国民健康保険事業

への支援では、国民健康保険事業特別会計に対し法令の定めにより、職員給与費、事務

費などの２億２，２６９万９，２８６円を、また後期高齢者支援金分の赤字補填として



 - 27 - 

１，５００万円を繰出し、合計で２億３，７６９万９，２８６円を支出をしております。  

次に、４０ページの第２目  国民年金事務取扱費でございます。国民年金事務に関す

る費用について支出を行っております。法定受託事務として、国民年金の申請、受付、

相談等を行い、年金制度への理解と受給権の確保に努めております。 

次に、本ページから４３ページの第３目  老人福祉費でございます。高齢者に対する

各種福祉サービス等に要する費用について支出を行っております。はじめに、社会参加

の促進支援では老人クラブ活動の支援、４１ページの高齢者優待券の交付などを行って

おります。令和２年度の敬老式典につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止のため、米寿の高齢者と結婚５０年の夫婦に対する記念品贈呈式のみを行ってお

ります。次に、福祉サービスの充実では、老人福祉施設三室園組合との連携、老人福祉

施設への入所として、養護老人ホームへの入所措置を行うなど、４２ページ、在宅ねた

きり老人介護手当の支給、第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画の策定を行って

おります。次に４３ページでございます。公共交通の整備では、高齢者外出支援タクシ

ーの助成を行い４，９９０人の方に対しまして助成券の交付を行っております。  

次に、第４目  老人憩の家運営費です。老人憩の家の運営及び維持管理に要する費用

について支出を行っております。令和２年度の、東・西老人憩の家の利用者数は、合計

で対前年比９，７３１人減の１６，９１０人となっております。令和２年度は新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止のため、４月１０日から６月１４日まで休館し、再開

後につきましても浴場のみの開館としたことにより、利用者が減少しているものです。 

次に、４４ページから４５ページでございます。第５目  医療対策費でございます。

福祉医療といたしまして、老人医療費のほか、子ども医療費、心身障害者医療費、ひと

り親家庭等医療費、重度心身障害老人等医療費、精神障害者医療費の各助成、未熟児養

育医療費の給付を引き続き行い、それぞれ対象者の医療費負担の軽減を図りました。な

お、新型コロナウイルス感染症の影響により受診を控えられたことから、子ども医療費、

ひとり親家庭等医療等においては前年実績を下回っているところでございます。 

  続きまして、４６ページの第６目  人権対策費です。人権問題の啓発、職員研修など

に要する費用について支出を行っております。人権講演会の開催や町内公共施設での啓

発物品の配布など人権啓発活動に努めるとともに、市町村啓発連協をはじめ各種人権研

修に参加をいたしております。令和２年度では、差別をなくす町民集会及び街頭啓発に

つきましては新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため中止しております。  

次に、４７ページから５２ページの第７目 障害福祉費でございます。各種障害者福
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祉サービスや障害者総合支援法に基づく給付、各種団体への補助などに要する費用につ

いて支出を行っております。はじめに、社会参加の促進支援では、各種障害者団体に助

成するほか、役場と生き生きプラザ斑鳩に手話通訳者を継続して配置を行っております。  

次に４８ページ、リフト付きバスの運行では、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め利用制限を行ったことにより、利用者は減少しております。また、障害者福祉計画等

の策定では、令和３年度からを計画期間とする斑鳩町障害者福祉計画及び第６期斑鳩町

障害福祉計画、第２期斑鳩町障害児福祉計画の策定を行っております。  

  次に、５３ページの第８目 ふれあい交流センターいきいきの里管理運営事業費です。

ふれあい交流センターいきいきの里の維持管理、運営に要する費用について支出を行っ

ております。令和２年度の入館者数は、前年度と比較しまして１６，７６３人減の１４，

８４９人となっております。この施設につきましても、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止のため４月３日から６月１５日まで全館休館、再開後は浴場のみの利用とし、

町内在住、在勤、在学者に利用制限したことから、利用者は減少しております。 

次に、第９目  介護保険事業繰出費でございます。法令に定める介護保険事業特別会

計への繰出しとして、介護給付費及び地域支援事業費に係る町負担分、介護保険業務に

関する職員給与費及び事務費、また介護保険低所得者保険料軽減に要する所要額等を支

出をしております。  

次に、５４ページでございます。第１０目  総合保健福祉会館管理運営費でございま

す。総合保健福祉会館の維持管理、運営等に要する費用について支出を行っております。

こちらの施設につきましても４月１０日から休館を行い、また６月１５日からは利用制

限を行いながら貸館を行いましたことから、利用者数は前年度と比較をいたしまして２

５，６１０人減の５３，５２６人となっております。 

次に、５５ページ、第１１目  後期高齢者医療費でございます。後期高齢者医療広域

連合への負担金及び、後期高齢者医療特別会計への繰出金として支出を行っております。

はじめに、後期高齢者医療への支援では、後期高齢者医療の運営に必要な事務経費のほ

か、保険料の均等割軽減分等を補うために必要となる県及び町負担分を、後期高齢者医

療特別会計に繰出を行っております。次に、療養給付費負担金では、広域連合が行う給

付等に係る費用につきまして、市町村の負担割合である１２分の１に相当する額を広域

連合に支出を行っております。  

 続きまして、５６ページから６４ページの第２項  児童福祉費でございます。 

はじめに、５６ページから５９ページの第１目  児童福祉総務費です。職員人件費、
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各種児童福祉サービス、ファミリーサポートセンター事業の実施、病児保育事業の実施、

幼児教育・保育無償化の実施、つどいの広場、子ども家庭総合支援拠点の設置などに要

する費用について支出を行っております。はじめに、良好な子育て環境づくりでは、５

６ページで私立保育所の運営支援で新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から私

立保育所等の感染防止に必要な費用について補助金を交付するほか、５７ページですが、

保育園教材費等の援助として、低所得者で生計が困難である者の子どもが、特定教育保

育等の提供を受けた場合において、日用品、文房具等の購入に要する費用の一部を補助

する事業、また産前産後ヘルパーの派遣として妊娠中や出産後の体調不良等により家事

や育児が困難な家庭にホームヘルパーを派遣する事業を新たに開始をしております。次

に、地域ぐるみの子育て支援の充実では、５９ページ、ファミリーサポートセンター事

業の実施としまして、令和２年４月から、育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人

を結び、地域における育児の相互援助活動を開始を行っております。また、すべての子

どもとその家庭および妊産婦等を対象に、福祉に関する必要な支援に係る業務を行い、

特に要支援児童・要保護児童等への支援業務の強化を図るため、子ども家庭総合支援拠

点を令和３年４月に生き生きプラザ斑鳩内に設置するための準備を行っております。  

 次に、５９ページから６１ページでございます、第２目  保育園費でございます。職

員人件費、保育園の運営、保育園地域活動、施設の維持管理などに要する費用について

支出を行っております。はじめに、良好な子育て環境づくりでは、町立保育園において

新型コロナウイルス感染症対策に努めながら、通常保育のほか、延長保育や一時預かり

などの特別保育を行っております。また、６０ページでございます、保育園の和式トイ

レの洋式化では、バリアフリー化及び新型コロナウイルス感染症予防対策をすすめるた

め、町立保育園の和式トイレの洋式化を行っております。  

  次に、６１ページの第３目  児童保育費でございます。多様な保育ニーズに対応する

ため、町内の私立保育所や町外の私立・公立保育所等に入所を希望する児童の入所を委

託したものでございます。  

次に、６３ページ  第５目 児童手当支給事業費でございます。児童手当の支給に要

する費用について支出をいたしております。児童手当の受給者数は、２，１１７人とな

っております。 

 次に、第６目 子育て世帯臨時特別給付金給付事業費です。新型コロナウイルス感染

症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するために児童手当受給世帯に対しまし

て、国の制度として児童一人あたり１万円、町の独自制度といたしまして、児童一人に
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つき１万５千円、ひとり親世帯の児童１人につき１万５千円の給付を行っております。 

 次に、６４ページ 第７目  ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費でございます。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親

世帯につきまして、臨時特別給付金を奈良県から支給するにあたり、制度の広報周知、

申請受付等に要する費用について支出を行っております。  

 最後に、６５ページ  第３項 災害救助費については執行はございませんでした。  

以上、第３款  民生費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要の説明とさせ

ていただきます。よろしく審査を賜りますようお願いを申しあげます。  

○木澤委員長  説明が終わりましたので、第３款  民生費について、質疑をお受けいたし

ます。 齋藤委員。  

○齋藤委員 ３８ページの福祉サービスの充実のところで、福祉基金の利息を運用して、

在宅寝たきり老人介護手当の支給とありますけども、これは町独自の施策でしょうか。

それとも国とか関連があるのかを教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 こちらの在宅寝たきり老人介護手当の支給につきましては、町の施策で

ございます。 

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 １８６万とありますけども、何人ぐらいに、どのぐらいの金額を支給されて

いるんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 令和２年度におきましては、支給者８７名に対して支給をさせていただ

いております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。ということは、１人当たり２万円ぐらいということですね。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 支給額につきましては、お１人１か月５千円となっておりますけれども、

対象になられる年月によりまして差があるため、平均ではそのぐらいの金額になってく

るということでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。続きましては、３９ページの防災消防のところで、

避難行動要支援者名簿の運用とありますけども、現在のところ個別に支援を要する人へ
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の体制のところで、どの辺まで進んでるのか教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 現在、避難行動要支援者名簿の進捗、運用についてでございますけれど

も、ただいまのところ名簿というものを作成はできておりまして、その名簿を更新する

ことで、今年度までは来ております。今後につきましては、この運用名簿を活用しまし

て、個別支援計画というものの作成に取り組むことになります。この５月に災害基本対

策法が一部改正ございまして、市町村においては今後５年を目標に努力義務ということ

ですけれども、一応個別支援計画というのを作成することとされました。町といたしま

しても、今年度モデル事業等を実施しまして、その作成指針等をまずつくって、個別支

援計画というのを作成に向けて取り組んでいきたいと考えているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 個別支援計画は、具体的にはじゃあ今年度から、例えば地区を決めてとか、

できるところから進めていくということでよろしいんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 まず、利用指針というものをつくって、防災計画に盛り込むことが必要

ということになっておりますので、その作成指針をつくるために、モデル事業としまし

て今年度、数地区、ハザードの高いところと申しますか、そういったところからまずつ

くっていって、利用指針を確定して、本格的に作成に向けて取り組みたいと考えている

ところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。急いでというか、進めていただくようにお願いした

いと思います。それから、４１ページ、高齢者健康づくりの推進のところで、令和２年

度は３万円、令和元年度は４５万円ですけども、これはやはりコロナの影響で減ったと

いうことで理解してよろしいでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 高齢者健康づくりの推進で、令和２年度の助成金の額が令和元年度と比

べて大きく減少していることについてでございますけれども、この事業の助成金につい

ては、実際実施された事業に対して助成金が出されるものでございます。令和２年度に

つきましては、グラウンドゴルフボール大会でありますとか、ゲートボール大会等の事

業がコロナの影響によりまして大会が中止されたことによりまして、実施事業がほぼな

かったことによりまして、助成金がなかったということでございます。  
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○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。次に、高齢者優待券の交付のところで、令和元年度

は合計しますと５，４０１名、令和２年度は合計しますと５，２６６名ということで、

令和元年度よりも交付人数が減っておりますけども、これはコロナで外出を控えたから

もう要らない、要らないっていうことで減ったんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 高齢者優待券の令和２年度の交付数が令和元年度に比べて少ないという

ところのご質問でございます。割合的には約３％少なくなっております。対象者は７０

歳以上の方ですので、対象者が若干増えてるんですけれども、それにもかかわらず若干

交付数が少なくなった結果になりました。これにつきましては、今委員が申されました

ように、コロナ感染症予防のひとつの対策として、それぞれの方が外出を控えられた結

果であると考えているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。次に４２ページの一番下、自動車誤発進防止装置設

置費の助成で令和２年度はゼロってなっております。これはもうほぼ一段落したからゼ

ロになったんじゃないかなというふうな気がしますけども、これは要望ですけども、こ

れはもうこれはやめてしまって、今高齢者の補聴器が、耳遠い人がなかなか社会に溶け

込んでいけない、耳遠いので社会からちょっと離れてる、補聴器は金額高くて何十万も

しますけども、呼び水として例えば数万円でも何か助成していただくような方向に、高

齢者のために転換できないかなということで、返事はいいですけど要望です。  

○木澤委員長  この自動車誤発進防止装置の助成件数の件について、答弁があれば。  

中原福祉課長。  

○中原福祉課長 自動車誤発進防止装置費の設置の助成について、令和元年度に１７件あ

ったのが令和２年度０件についての答弁をさせていただきます。こちらについては、現

在、国によりサポカー補助金というものが実施されておりまして、令和元年度の予算で

始まったものなんですけれども、まだ継続して続けられているところでございます。斑

鳩町が実施しておりますこの助成金につきましては、新車ではなくて後付けの車のタイ

プなんですけれども、町のほうは３万円を限度として実施しております。国は４万円限

度というところでありまして、各メーカーさんでありますとか、販売店さんには国の補

助金がありますのでという宣伝文句で営業されているところが多く、そちらのほうを活

用されているのが多いので、町のほうの利用が少ないと、ゼロということで考えており
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ます。だから、国の補助がなくなったときに町の状況を見た中で、今後のことは考えて

いかなければならないのかなというふうには思っているところでございます  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。ということは、もうちょっと続けられるということで理解し

てよろしいですね。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 国の補助が終わって、町の状況を見る中で考えていきたいと思っており

ます。 

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。４３ページ、一番上の高齢者外出支援タクシーの助

成ですけども、これもやはり令和元年度に比べて令和２年度は減っているというのは、

先ほどの高齢者優待と同じような形で、外出は控えたということで理解してよろしいで

しょうか。 

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 高齢者外出支援タクシーの助成につきましては、先ほどの高齢者優待券

と同時に交付をしているところもございます。そういったものも関連しているとは思い

ますけれども、委員おっしゃいましたように、コロナ感染予防対策のために外出を控え

られて交付数が若干減ったものと考えているところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。利用する方は、ここを見てますと９，３００人から

１万２千人、２千枚ということで、利用する方は利用しているというふうに理解してよ

ろしいんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 利用枚数的に、前年度、単純にですけれども、交付枚数お１人様７枚で

すので、交付枚数分の利用枚数、これが昨年度は２５，２６％でしたのが、今年は３４．

７５％となっておりますので、約１０％の利用が上がった結果となっております。これ

につきましては、やはりこのコロナ禍で公共交通というよりもタクシー、個別で動ける

公共交通であるタクシーの利用も浸透していったのではないかと、少し考えているとこ

ろでもございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 やはりこれ、高齢者にとってすごいありがたいというか、使い勝手がいい、
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外出するためにいいんじゃないかなと思いますので、引き続きＰＲして、ぜひ使えるよ

うにしていただければありがたいと思います。  

それから、５６ページですけども、下から二つ目の病児保育事業の実施で、令和２年

の１月から実施されて利用件数が２３件とありますけども、それは５町にしたら１００

名くらいかなというような気がするんですけども、実際想定から見たら多いほうなのか

少ないほうなのか、またこの程度の利用で問題なくというかですね、利用できなかった

という人がいないのかどうか、その辺も教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。  

○中尾子育て支援課長  病児保育の利用状況でございますけれども、令和２年度２３件は

斑鳩町の件数でございまして、西和５町全体では７８件の利用でございました。当初、

病児保育事業を実施するに当たって、年間４００件程度を見込んで事業を開始いたしま

したけれども、令和２年度につきましてはコロナの影響もありまして、保育園などの登

園自粛を行ったという影響ですとか、あと冬場、インフルエンザの流行が全くなかった

といったことも影響いたしまして、利用が低調であったというふうに考えております。

利用につきましては、特段申し込んで、いっぱいなので利用できないという状況は今の

ところ発生しておりません。なお、今年度は７月末現在ですけれども、全体で８６件利

用がございまして、今の８６件の利用から見込みますと、年間２５８件利用される見込

みですので、利用については伸びてきているというふうに考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。これが周知されて、多くの方が利用できるようにな

ればありがたいなというふうに思います。  

次に、５９ページの一番上のファミリーサポートセンターの利用ですけども、９０人

利用あったということで、大変いい制度だと思います。地域の人が地域で助け合うとい

うことですので、そういう面でもいい制度じゃないかなと思いますけども、町としては

当初これ、どのぐらいの見込みあって、それでどのような成果というかですね、少なか

ったとか、多かったとか、そのようなところはどのように考えてますでしょうか。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。  

○中尾子育て支援課長  ファミリーサポートセンター事業につきましては、令和元年度ま

では子育てサポートクラブゆりかごさんという任意の団体で託児をしていただいていた

んですけれども、令和２年度から町の事業としてファミリーサポートセンターという事

業に移行させていただいたものです。令和元年度、ゆりかごさんが実施されていたとき
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の託児の利用の件数は１７２件ございましたので、令和２年度９０件ございましたけれ

ども、やはりこちらもコロナの影響で利用を控えられたというのが一番大きな原因かと

いうふうに考えております。提供会員のほうも、徐々に増えてはきておりますので、今

後も、急に、ちょっとリフレッシュのために使いたいなといった、おうちで子育てをさ

れている方の役割を担っていただけたらというふうに考えておりますので、引き続き継

続してやっていきたいというふうに考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。５９ページの一番下、延長保育が、延長日数が令和  

元年度は７３４から令和２年度は２０４、児童数も減っておりますけども、これはコロ

ナの関係で延長保育が少なくなったんだとは思いますけども、これによって親御さんの

影響だとか、休園されて困ったとか、そのようなお話というのはありますでしょうか。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。 

○中尾子育て支援課長  この延長保育の利用日数が減っているのは、令和２年度当初、学

校の臨時休校などもございまして、保育園のほうは休園はしておりません。４月と５月

はご家庭でお子さんを見ていただける方については登園の自粛の協力をお願いさせてい

ただきました。町立保育園では、登園率が大体３０％から４０％程度になっておりまし

たので、延長保育の利用も自動的に少なくなったのではないかと思っております。  

６月については、１段階ちょっと緩めまして、家庭で保育できる方については協力を

お願いしますという形にしておりまして、７０％から９０％ぐらいの登園状況となって

おりまして、どうしても保育が必要な方については保育を提供しておりましたので、特

段、ご家庭のほうで困ったといったような声については聞いておりません。  

○木澤委員長  質疑の途中ですが、ここで１３時まで休憩いたします。  

（ 午前１１時３０分 休憩 ） 

（ 午後 １時００分 再開 ） 

○木澤委員長  それでは再開いたします。  

では、休憩前に引き続きまして、民生費に対する質疑をお受けしたいと思います。  

溝部委員。  

○溝部委員 すみません、主要な施策の成果報告書、資料編の３９ページの避難行動要支

援者名簿の運用というところですけど、令和元年にそういった対象者の人が６５３人い

らっしゃって、同意してくれてはる人が３５１人とかっていうふうにおっしゃって、ま

だ回答が返ってきてない方がいらっしゃる方に対して、また改めて送付しますみたいな
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ことをおっしゃってたと思うんですけれども、その人数に変更がありますでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 避難行動要支援者名簿につきましては、例年３月１日の段階で更新作業

に入っております。要介護３以上の方とか、障害の級の重たい方、高齢の方もかなり多

いので、毎年その名簿が変わるという形になります。直近のですね、この８月末現在で

すけれども、その対象者の中から施設入所者をまず除かないといけませんので、除いた

方が６５６名いらっしゃいまして、そのうち同意を得たのが３５９名、割合としまして

５４．７％でございます。同意なしにつきましては１６５人、現在まだ返送いただいて

ないのが１３２名という形になっております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。この同意を得られた方に対して、個別の計画を策定

していくという理解でよろしいですね。  

○木澤委員長 中原福祉課長。  

○中原福祉課長 この同意につきましては、この名簿の情報について開示することに同意

しますかという同意でありまして、個別避難計画につきましては、この個別避難計画作

成の同意をまた得なければならないという形になります。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 その同意は、もう得られてる方はいらっしゃるということなんですかね。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 現在のところまだいらっしゃらない、まだ個別避難計画の作成をこちら

が行っておりませんので、今後申請等受付ということになりましたら、そこで初めてあ

げていただく、こちらからまた案内をさせていただくという形になります。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 それは大体いつ頃からスタートになるんですか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 まず、先ほど齋藤委員の答弁の中でも若干触れたんですけれども、まず

防災計画の中に個別計画の作成指針というものを折り込まないといけませんので、その

作成指針を基本的には今年度中にそれを入れ込んで、来年度からは防災計画に基づいて

その個別計画のほうを作成していきたいと、今のところ考えておりますので、その段階

でという形になります。 

○木澤委員長  溝部委員。  
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○溝部委員 わかりました。じゃあ、５１ページの上から２段目の障害者相談の支援とい

うのが、令和元年度から利用者数も利用件数も増えていると思うんですけど、これはど

ういったことが原因なんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 障害者相談の支援、令和元年度９２２件に対しまして、令和２年度１，

７２６件と大きく伸びていることへのご質問でございますけれども、この事業につきま

しては、西和７町で共同で３つの相談支援事業所に委託をしまして、そちらの専門スタ

ッフにより障害者の方の相談を受け付けていただいている事業でございます。この実人

数はちょっと分からないところですけれども、各事業者に問い合わせましたところ、利

用者数が増加して月当たりの平均が７０件ぐらい増えてきたと。それで年間に直します

と約８００件増えたという形になっております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 その増えた原因っていうのは分からない。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 原因まではわからないんですが、だいたいの実人数に直しますと大体１

０人から１４人なので、実人数的にはそう多くないので、一度相談に来られると月に結

構何回も来られることになりますので、そういった利用者が相談に行かれた、当然、斑

鳩町におきましてもそういった相談事業所、必要な方に対してはご案内をさせていただ

くので、そういったのを活用されたのかなというふうに思います。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。５６ページのマタニティ子育てタクシー利用料金の

助成、これ予算は減ってたのかなと思うんですけれども、利用がしやすいようにいろい

ろ変えていただいたということを前回のときに言っていただいてたと思うんですけれど

も、利用者がちょっと増えてると思うんですけども、何か周知の方法を変えていただい

たのかなと思うんですけれども、その辺りはいかがでしょうか。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。 

○中尾子育て支援課長  令和２年度から、これまで利用の用途のほうを妊婦健康診査、出

産、産婦健康診査、乳児健康診査といったものに限定していたんですけれども、妊婦さ

んなり１歳までのお子さんをお持ちの方が外出されるときであれば使うことができます

という形で要件のほうを拡大させていただいた結果、人数のほうが増えているという状

況になっております。周知につきましては、特段、ＰＲ方法を変えたというわけではな
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いんですけれども、健診のときですとか、母子手帳交付のときですとか、そういったと

きに周知をさせていただいて利用していただいたものと思っております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。多分、使い勝手がよりよくなって、利用しやすかっ

たのかなと思いますので、また引き続きよろしくお願いします。  

あと、５９ページの保育体制の充実ですけれども、保育園に必要があって看護師を配

置したというふうに書いてあったんですけれども、これは今後そういった要望があった

ら配置するのか、それとも今後も配置していくのかということはどうなんでしょうか。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。 

○中尾子育て支援課長  看護師を配置しているのは、あわ保育園のほうでございまして、

こちらを配置させていただきましたのは、医療的ケアといいまして、痰の吸引というの

が常時必要なお子さんの入所の申込みがありまして、医療的ケアを受けられるお子さん

でも保育園を使っていただくという整備をしていかないといけないということで、町立

保育園の場合は、あわ保育園で医療的ケア児の受け入れを今後もやっていこうというこ

とで、正職員で看護師のほうを配置していただいたところです。 

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ということは、そういった方がいらっしゃらなくても受け入れていく体制を

つくるので配置をしていくと。それが、たつた保育園では、今はそれをされていないと

いう、予定もないという感じですかね。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。 

○中尾子育て支援課長  現在のところ人数も少ないということもありますし、今後要望と

か、そういったお子さんの数が全体的に増えていくということであれば、また検討は必

要かと思うんですけれども、現段階では町内でそういったケアが必要な方という割合も

だいぶ少ないという状況でありますので、あわ保育園で必要な方がおられた場合にいつ

でも対応できる体制をということで常時配置ということでさせていただいております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 そういった方はすごく安心されると思いますので、ありがとうございます。

またよろしくお願いします。  

○木澤委員長  横田委員。  

○横田委員 資料１１の４１ページですね、老人福祉施設への入所ということで６４０万

ほど上がってます。入所措置者数が３人ということになってますけど、これって１人当
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たり２００万強かかってるんですけど、どういった費用があるんでしょうか。 

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 こちらの老人福祉施設の入所につきましては、養護老人ホームの入所措

置費になります。この財源ということでよろしいんでしょうか。  

○木澤委員長  横田委員。  

○横田委員 財源と費用ですね、どんなものにかかってるのかなという。  

○中原福祉課長 こちらの費用につきましては、入所ですので、この施設に入られた方の

基本的には生活費に充てられております。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  奥村委員。 

○奥村委員 ５７ページの真ん中の児童虐待対策の充実というところで、４人の補助員さ

んがこの児童虐待防止のためにお仕事していただいてるということでございますけれど

も、訪問回数が年に１０回ということですが、どのような、大変なご苦労をいただいて

ると思うんですけども、内容としてはどういうように動いていただいているのか、その

辺を教えていただきたいと思います。  

○木澤委員長  中尾子育て支援課長。 

○中尾子育て支援課長  子育て支援員としましては、町のほうで常時見守りが必要な家庭

というのはたくさんあるんですけれども、その中でも目視による安全確認というのが必

要なご家庭について、子育て支援員さんに定期的にお家のほうに訪問いただいて、目視

で安全確認をすると。そのときに保護者の方と会えましたら、保護者の方とお話をして

いただいて、日ごろの何かお困りごとがないかということを聞き取りをしていただいて

るというような役割になっております。  

○木澤委員長  奥村委員。  

○奥村委員 ありがとうございます。今、このコロナ禍の中で家で閉じ籠もりがちになっ

ておりますので、そういう意味でもご苦労をおかけすると思いますけど、よろしくお願

いしたいと思います。  

それと、あとひとつは、４７ページですけれども、手話通訳者の設置、派遣と手話奉

仕員の養成というところですけれども、やっぱりこれもコロナ禍の中でサービスの利用

件数も、令和元年度から見たら減っておりますし、手話通訳者の派遣利用状況も減って

るわけですけども、手話奉仕員さんの養成、これも今回修了者が減っております。これ

もやっぱりコロナということで考えていったらよろしいでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  
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○中原福祉課長 手話奉仕員の養成ですけれども、例年入門講座、基礎講座的な教室によ

って養成をしてるんですが、昨年度は入門講座がコロナの関係で中止となりましたので、

教室がなくなったことにより、修了者が減ったということでございます。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そしたら私のほうからもお尋ねしたいんですけども、成果報告書の資料編

の４３ページ、高齢者外出支援タクシーの助成ですけど、先ほど委員からも質疑ありま

したけども、令和３年度の利用率３５％ということですけども、前年度と比べて増えて

るとは思うんですけども、もともと、コミュニティバスを２台走らせていたのを１台に

して、その財源を基にこのタクシー事業を始めておられると思うんですけど、当初１，

３５０万近い予算組んでいて、なかなかそこまでの執行には至っていないんですけど、

効果的にどういうふうに見たらいいのかなと思いまして、しかも難しいのはコロナ禍の

下での検証になりますので、要はコミュニティバスを２台走らせていたときのほうがよ

かったのか、これを始めて利用者が増えていってるというふうに見たらいいのか、その

辺のところは担当としてはどういうふうに分析されてるんでしょうか。  

中原福祉課長。  

○中原福祉課長 今、外出支援タクシーの利用の意義と申しますか、効果的なところなん

ですが、令和元年度９，３８０件、令和２年度１万２，１３９件ということになってお

ります。ちなみに、この令和３年度、コロナ禍が続いてる中ですけれども、どういった

状況かと申しますと、今私どものほうに各タクシー会社より請求をいただいてるのが７

月分までですので４か月の実績になるんですが、４か月の利用状況としまして４，４９

５件の３０５万６，２５０円の支出となっております。これを単純に４か月ですので１

年ということで３倍にしますと１万３，４８５件の９２０万程度の利用になります。  

こう見ていきますと、令和元年度、２年度、３年度と確実にこの利用が伸びている状

況となっております。先ほども少し触れたんですけれども、現在コロナ禍でこれがこの

事業の正確な利用状況ではないかもしれませんが、逆にこのコロナ禍によって非常にタ

クシーの、人と接しないという部分で利用されてる傾向があるのかなというふうに思っ

てます。逆に、今までタクシーを使われなかった方、生活にあまりタクシーというもの

を使われなかった方が、この事業を通してやはりタクシーの便利さといいますか、いい

ところも分かっていただけてきてるのかなというふうにも考えております。まだまだコ

ロナ禍ですので、検証するには非常にちょっと難しい部分がございますので、このコロ
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ナ禍、今後どういうふうに行くか分かりませんが、まだ検証には時間がかかるというふ

うに考えているところでございます。  

○木澤委員長  当初、制度をつくって、元年に。利用者かなり多いかなというふうに私自

身は思ってたんですけど、スタートしてみると、なかなか思ったような利用率でないな

というふうに思ってたんですけども、その後、年を追うごとに伸びていってるというこ

とで、それをどういうふうに見たらいいのかなと思ってたんですけど、なかなかタクシ

ーの利用自体慣れていらっしゃらないというのがあったのかなというふうに思ってまし

て、ただ先ほど齋藤委員からもあったように、利用されている方からは非常に好評をい

ただいているということなので、より多くの方に利用いただけるようにこのまま進めて

いくべきなのかなというふうに思っています。担当課におかれましては、引き続き検証

していっていただいて、より多くの方に利用していただけるような取り組みを進めてい

ただきたいと思います。  

加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 今、タクシーの分で利用者数が増えてるということでご説明させて

いただいて、もう一方、もともとのコミュニティバスの運行の関係につきましても、今

現在、昨年度も２万２千、２万３千人弱ということですので、ある意味こちらのタクシ

ーのほうに予算配分をさせていただいて、タクシーとこのコミュニティバスの両方の利

用者数で見てみますと、やっぱり１．５倍ぐらいの伸びに、高齢者の延べ人数でいいま

すとなっておりますので、以前よりは利用していただく方にとっては利用しやすい環境

になってきているのは確かというふうに考えております。  

○木澤委員長  こちらの項目、担当部署はこっちになってますけど、公共交通の整備とい

うことで、コミュニティバスの事業と連携した取り組みかなと思ってまして、どうして

も審査の際に違う部署で違う形で質問させてもらうというふうになるんですけども、で

きれば関連して全体として制度がどういうふうになっていたのかなというのも、どっち

かのほうでちょっとまとめていただいて、質疑あった際には答えていただけて、今、部

長そういうふうに答えていただきましたけども、やっぱり連携する事業であると思いま

すので、そういう形で把握していただきたいなというふうにお願いをしておきます。  

それともう一点、４１ページの高齢者優待券の送付ですけども、先ほどコロナで総数

自体も減ってるという話がありましたけど、ＩＣＯＣＡのカードの金額の件ですね、令

和３年度から３，５００円やったのが３千円になるということで、利用者の方から声を

いただいてたんですけれど、令和３年度に入って３，５００円分のチャージ券をお渡し
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してるというふうに聞いたんですけども。もともと千円券しかないというふうに思って

はって、千円分のチャージ券が３枚来るんかなと思ってたら３千円分のチャージ券が来

たと。それなら３，５００円分のチャージ券も作れるんじゃないかというふうにおっし

ゃってはったんですけども、そこは町としてできるんですかね。 中原福祉課長。  

○中原福祉課長 令和３年度よりチャージ券という方式に変えたわけですけれども、その

千円単位といいますのが、各コンビニといいますか、ＩＣＯＣＡのシステムとしまして

千円単位のチャージでしかできませんので、千円券が３枚でも３千円券１枚でも千円単

位ですので、各コンビニ及びＪＲとかは全てチャージがシステム的に可能ということに

なります。ただ、５００円単位とか１００円単位というのはシステム上できませんので、

ということであります。 

○木澤委員長  わかりました。千円単位じゃないとできないということですね。  

私からは以上です。  

ほか、ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長  これをもって、第３款 民生費に対する質疑を終結します。  

次に、第４款  衛生費について説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、第４款 衛生費の決算の概要についてご説明申しあげま

す。主要な施策の成果報告書資料編、６６ページから１０２ページになります。  

はじめに６６ページの第１項  保健衛生費、第１目  保健衛生総務費でございます。

職員の人件費のほか、王寺周辺広域休日応急診療施設組合の運営、生駒郡地域外来検査

センターの整備などに要する費用を支出しております。令和２年度は、三室休日応急診

療所における感染症対策といたしまして、発熱患者及び感染症患者用の出入り口や受付、

診察室等の改修工事を行っております。また、新型コロナウイルス感染症が収束しない

なか、冬にかけての季節性インフルエンザの流行に備え、生駒郡地域外来検査センター

を開設いたしました。  

次に、６７ページから７１ページの第２目  感染症予防費でございます。各種予防接

種に要する費用について支出を行っております。感染症の発生とまん延及び罹患後の重

症化を予防するため、各種予防接種に要する費用について支出を行っております。 

高齢者インフルエンザ予防接種や子どもの四種混合予防接種などの定期予防接種をは

じめ、町単独事業といたしまして、子どものおたふくかぜワクチン予防接種などの任意

予防接種に係る費用の一部を助成したものでございます。令和２年度は、新型コロナウ
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イルス感染症対策といたしまして、不織布マスクの全戸配布や各施設での感染対策とし

て消毒液の購入等を行っております。さらに、令和３年３月から新型コロナウイルス感

染症のワクチン接種を迅速に実施するため、健康対策課内にワクチン対応チームを設け、

ワクチン接種の実施及び運営に向けた必要な体制の整備に努めております。  

次に、６７ページでございます。高齢者インフルエンザ予防接種の実施では、インフ

ルエンザと新型コロナウイルス感染症の同時流行に備え、高齢者を優先的な接種対象者

として１０月１日から早めの接種の呼びかけを実施いたしましたところ、接種者の増加

につながっております。次に６９ページの高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種の実施では、

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、呼吸器疾患の重症化を予防するため、肺炎球

菌ワクチンの接種者につきましても増加をしております。次に７０ページ、ロタウイル

ス予防接種の実施では、令和２年１０月からロタウイルスワクチンが定期接種化され、

令和２年８月以降に生まれた乳児を対象として実施をしております。  

次に、７１ページから７８ページの第３目  母子衛生費でございます。乳幼児健診、

一般不妊・不育治療費の助成、妊婦健康診査、子育て世代包括支援センターの運営など

に要する費用について支出を行っております。はじめに、健康づくりの意識啓発と活動

支援では、小学校６年生を対象とした、たばこの害に関するリーフレットの配布や育児

支援を中心に活動している母子保健推進員の活動を支援をしております。次に、７２ペ

ージの予防相談体制の充実では、新型コロナウイルス感染症対策を取りながら、乳児健

診をはじめ、１歳６か月児や３歳児などの健診を行っております。経過観察が必要な乳

幼児には保健師が関係機関と連携を図りながら支援に努めているところでございます。 

次に７４ページ、妊婦健康診査等の実施では、健康診査の費用を妊婦１人あたり１５

回分助成いたしますとともに、７５ページでございますが、一般不妊・不育治療費の助

成において、一般不妊治療や不育治療を望む夫婦に対し高額となる治療費用の一部助成

を行い、その経済的な負担の軽減を図っております。次に、７８ページの地域ぐるみの

子育て支援の充実では、妊産婦や乳幼児の健康の保持増進に関するワンストップ拠点と

なる子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目

ない支援を行っております。新型コロナウイルス感染症対策のため、両親学級などの集

団での教室を中止し、個別相談で対応したことから相談件数が増加をしております。  

次に、７９ページから８５ページの第４目 健康増進事業費でございます。健康診査、

各種がん検診、脳ドック検診の実施などに要する費用について支出を行っております。

はじめに、健康づくりの意識啓発と活動支援では、新型コロナウイルス感染症対策のた
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め、生活習慣病予防に係る各種教室を延期または縮小しながら実施をいたしております。

次に、８１ページから８５ページの予防相談体制の充実では、医療保険者等が行う健診

を受診できない人の健診を行うとともに、大腸がん検診や胃がん検診をはじめとする各

種がん検診を実施しております。新型コロナウイルス感染症対策のため、緊急事態宣言

下では検診の日程を延期または中止をするとともに、緊急事態宣言解除後は受診者の人

数制限を行いながら受診環境の確保に努めております。次に、８３ページでございます。

肺がん検診、結核検診の実施では、令和２年度から５か年間環境省より委託を受けて、

既存の肺がん検診の機会を利用して石綿関連疾患が発見できる石綿読影の体制整備に向

けた調査を実施し、５１人の参加がございました。次に、８５ページでございます。高

齢者健康診査の実施では、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、奈良県後期高齢

者医療広域連合からの受託事業といたしまして、７５歳以上の高齢者を対象とした健康

診査を実施しております。新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言により受診勧奨を控

えることとなり、受診券の案内通知を通年の６月から９月に延期をいたしますとともに、

受診期間を１月末から３月末まで延長し、受診機会を増やしながらの実施となりました。

受診者数については１，４７１人となっております。 

次に、第５目  狂犬病予防費でございます。狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬

病予防注射済票の交付等を行っております。令和２年度では、新型コロナウイルス感染

拡大防止の観点から、例年５月に実施しております狂犬病予防集合注射を１０月に延期

し実施をいたしております。  

次に、８６ページでございます。第６目  火葬場費でございます。火葬場の維持管理

運営に要する費用について支出を行っております。令和２年度では、火葬炉内の台車耐

火物の打替えや主燃焼炉内のセラミックコート材の吹付工事を行っております。また、

来館者の新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、炉前ホールに次亜塩素酸空間除

菌脱臭機を設置いたしております。  

次に、本ページから８８ページ、第７目  環境対策費でございます。環境保全推進委

員活動の支援、飼い猫不妊手術費の助成、竜田川流域生活排水対策推進会議の運営など

に要する費用について支出を行っております。はじめに、環境共生まちづくりの推進の

うち８６ページ、環境保全推進委員活動の支援では、身近な環境問題の解決に向けて草

の根的な活動を展開していただき、延べ２，０７３件の活動報告をいただいております。

次に、８７ページでございます。地域猫活動に対する支援といたしまして、飼い主のい

ない猫による住民トラブルをなくすため、公益財団法人どうぶつ基金が実施いたします
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さくらねこ無料不妊手術事業の協働登録を行い、飼い主のいない猫を適切に管理する活

動である地域猫活動に対する支援といたしまして、無料不妊手術チケットを交付し、２

６件の不妊手術を行っております。次に、環境保全対策では、８８ページでございます

が、空き地の適正管理といたしまして、斑鳩町空き地の適正管理に関する条例に基づき、

延べ６９件の指導助言を行い、良好な生活環境の保全に努めております。  

次に、８９ページから１０２ページの第２項  清掃費でございます。 

  はじめに、８９ページの第１目  清掃総務費でございます。職員人件費や美化推進に

要する費用について支出を行っております。令和２年度では、毎年、春に実施しており

ますクリーンキャンペーンにつきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か

ら中止をいたしております。  

次に、本ページから１０１ページの第２目  塵芥処理費でございます。リサイクル処

理やごみ処理の委託、ごみ減量化の推進、バイオマス利活用の推進、ゼロウェイストの

推進などに要する費用について支出を行っております。はじめに、循環型社会の形成で

は、ごみのゆくえ見学ツアーをはじめとした様々な意識啓発事業について、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止の観点から一部中止した事業もございますが、資源物集団回収の

奨励や、生ごみ処理機等購入に対する奨励金交付事業など資源化処理の充実に努めてお

ります。また、事業系ごみ減量化の推進をはかるため、事業系可燃ごみの組成調査の実

施や搬入時における展開検査を実施し、分別の促進や適正な処理に向けた取り組みを行

っております。次に９８ページでございます。ごみ・し尿処理のうち、９９ページのご

み排出量の状況では、令和２年度の本町のごみ排出量の状況は住民１人１日あたりのご

み排出量は対前年比２４ｇ減の７１３ｇとなっております。また、ごみ資源化の状況で

は対前年比６．５ポイント増の５６．８％となっております。次に、１０１ページでご

ざいます。ごみステーションの維持管理といたしまして、集積所における排出ごみのカ

ラス等の被害を防止するため、配布基準をクリアする自治会に対し折りたたみ式簡易ボ

ックスを配布し、自治会負担の軽減及び集積所における衛生面の向上に努めております。  

  次に本ページから１０２ページの第３目  し尿処理費でございます。職員人件費、鳩

水園の維持管理運営、し尿の収集、鳩水園の耐震補強などに要する費用について支出を

行っております。はじめに、１０２ページの鳩水園の周辺対策では、周辺自治会におけ

る公民館新築工事にかかります整備費について補償費として支出を行っております。ま

た鳩水園の耐震補強では、鳩水園管理棟の煙突及び処理棟において耐震性能が不足して

いたことから、煙突の解体撤去及び処理棟内の耐震補強工事を実施をいたしております。  



 - 46 - 

以上、第４款  衛生費の決算の概要の説明とさせていただきます。よろしくご審査賜

りますようお願いを申しあげます。 

○木澤委員長  説明が終わりましたので、第４款  衛生費について質疑をお受けいたしま

す。 齋藤委員。 

○齋藤委員 ７０ページの上から２段目に、先ほども説明ありましたけれども、ロタウイ

ルス予防接種の実施、その次の乳幼児Ｂ型肝炎予防接種の実施、それから水痘予防接種

の実施には「任意接種」がついていますけれども、これは定期接種と任意接種のその違

いといいますか、それはどのようなことか教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 予防接種のほうには、定期接種と任意接種という２種類がございま

して、予防接種法に基づいて実施するものが定期接種となっております。定期接種以外

のものは任意の予防接種ということになっております。  

○木澤委員長 齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、定期接種というのは、例えば何歳から何歳まで。それから任

意接種というのは、この枠を超えた人が任意接種となるわけなんでしょうか。  

○木澤委員長  暫時休憩します。  

（ 午後１時３６分 休憩 ） 

（ 午後１時３８分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。 齋藤委員。 

○齋藤委員 わかりました。続きまして、８８ページの下から二つ目の空き地の適正管理

ですけれども、自治会の中でいつも空き地にごみが捨てられているとか、草が生えてい

るとか木が茂って困ると言われるんですけれども、延べ指導件数が９１件から６９件に

減っているということは空き地の指導する件数が少なくなって、皆さん、きちっと守っ

てくれているから、少なくなったというふうに理解してよろしいんでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 空き地の適正管理における台帳登録につきましては、前年度と比べ

３件増えておる状況でございますけれども、指導助言件数は減少しておるということで

ございます。その要因といたしましては、条例制定前については、町からの申し入れと

いう形で指導、お話をさせていただいておりましたが、条例制定後は条例に基づきます

指導等々を行ってきております。その条例制定の効果によるものもあるのではないかと

考えております。また、通常は現場を確認いたしまして、初夏と初秋の２回適正管理に
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対する通知を所有者、管理者に通知をしておりますけれども、令和２年度におきまして

は、それぞれの通知において対応いただいておると。ただ令和元年度については２回の

通知以外に３回目の通知また指導をさせていただいたということから、その指導助言件

数が延べ件数になっておりますので、令和元年度はちょっと増えておるという状況です。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、令和元年度は３回やったところもある。それから令和２年度

は２回なので、これだけの件数が減っているということは、結論的にはあまり状況は変

わってないというふうなことでしょうか。それともここを見ますと、指導の内訳のとこ

ろを見ますと、令和元年度は９０、令和２年度は６９ということで、指導助言それから

勧告も１件がゼロになっておりますけれども、これだけ見ると、改善したように見える

んですけれども、実態は違うということなんでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 令和元年度で３回目の通知を行った件数が１３件ございます。それ

から考えますと、７７件が２回の通知で件数やっていただいておりますので、指導助言

件数は令和元年度に比べまして、所有者のほうで適正に管理いただいておるというふう

に考えております。で、令和元年度は勧告件数が１件で、令和２年度がございませんこ

とから、所有者の適正管理という面ではそういう意識が高まってきておるものではない

かというふうに考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは少しずつよくなってきているという理解と、もうひとつ教えて

もらいたいのは、台帳に登録されている空き地については年２回文書か電話か何かで発

信して、きちっとやってくださいねということでお願いするんですけれども、具体的に

何月頃にどんな案内を出して、何月くらいに状況を確認して、何月ぐらいにどのような

結論を出すのか、その辺のところをもうちょっと詳しく教えてもらえないでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 例年、だいたい６月の上旬から中旬にかけまして登録されておりま

す所有地のほうですね、職員のほうで確認をさせていただきます。その後、適正に管理

されておらないと判断した空き地につきましては、６月下旬から７月上旬にかけまして、

第１回目の通知を行わせていただくと。それで約１か月間、だいたい猶予というんです

かね、見させていただいて、８月上旬頃からその実施状況を再度確認させていただいて、

もしその土地において対応されていない場合は、何らかのまた指導等の文書を送らせて
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いただく形になります。第２回目がまた初秋頃、だいたい８月末から９月上旬にかけま

して、一応全登録場所を再度確認いたしまして、１回目は適正に管理されておったとし

ましても、２回目、夏に伸びた、後にまた伸び切っておる状態がありましたら、指導を

行わせていただくという形で、それもだいたいひと月ほど猶予を見まして、９月の下旬

ぐらいに全地域を再度確認いたしまして対応いただいていない場合は再度指導等行って

おるという状況でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、春１回に１つのサイクル、それから秋にもう一回サイクル、

２サイクルやって、それで管理していただいていると。その中でもって持ち主がきちっ

と整理するなりなんなりしてやってもらうというか、そういう理解でよろしいでしょう

か。わかりました。では、引き続きよろしくお願いします。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 次に８９ページの一番上の美化推進啓発の充実で、啓発件数が１２８から６

９。これは週２回から週１回に変更されたと思うんですけれども、美化といいますと、

具体的に道路にはたばこが落ちているわ、あちこちにごみが落ちているわというふうな

形ですけれども、具体的にこの美化啓発というのは何をどうされているのか、教えても

らえないでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この美化啓発と申しますのは、衛生処理場のほうで職員が環境パト

ロールということで町内のほう、パトロールカーに乗りまして、町内を巡視しておると

いう、そういった活動でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、車に乗って町内を回って車から見るといったら、大きな物し

か見えないから、不法投棄あるかないかとか、それから環境に関することですから、木

が倒れていないかとか、そういうような物を見ながら回っていると。それを週１回実施

しているというふうな形でしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 車の中から見るだけではなくて、今までのそういった重点地域につ

いては、職員が降りましてその辺の状況を再確認いたしたりして、ポイ捨て、それから

不法投棄、そういったものについて撤去活動等をしております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  
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○齋藤委員 わかりました。地域の美化、やっぱり環境をきれいにするために、引き続き

お願いしたいと思います。そのページの一番下に、資源物集団回収の奨励とありまして、

ここに令和元年度が９１０トン、令和２年度が７３８．５トンということで、資源物回

収が減っているというのは、今、コロナで外で食べなくて、家で食べるような形になっ

て、資源化ごみというのは増えるような気がするんですけれども、減った原因というの

は、考えられるのはどんなもんでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この資源物集団回収の対象品目といいますのは、新聞、雑誌、段ボ

ール、それから牛乳パック、それから古布・古着等になります。現在、様々な情報につ

きましては、ンターネット、そういったものでリアルタイムに確認、入手することが可

能であり、新聞の購読、また書籍等の購入の減少がそのままこの回収に反映されている

のではないかというふうに考えております。また、令和２年度につきましては、新型コ

ロナウイルス感染症拡大の関係で、古布・古着の回収が一時中止をされたということで、

それが回収量として表れているものでございます。 

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。ということは、資源物は住民は出すけども、出す量

が減ったから、結果的には集団回収に出すごみの量が減ったというふうな理解でよろし

いわけですね。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 もちろん、新聞、雑誌等の購読が減りましたら、出す分が減ると。

また、古布・古着はコロナの関係で受け入れをしなかったと。集団回収に出さずに、家

のほうでその集団回収の対象品目等がという、対象に再度回収されたときまでご家庭で

保管をいただきたいということでお願いしたので、その減ったというか、一概にそうい

う状況ではないということでご理解をいただきたいと思います。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。次に９１ページの一番下の空き缶の分別回収ですけ

れども、私、前もお話ししたつもりなんですけれども、一番下にエコ商品の交付という

ことで５４５件、商品代として２４万８千円記されておりますけれども、今は地域で缶

を出しておりますので、もうそれが定着しておりますので、これは必要ないんじゃない

かなというふうに思うんです。この前、監査委員の意見でも、財政運営で歳出を最小限

に抑えて、効果を最大限に出すと。それで絶えず見直しをして、検討することに努めな



 - 50 - 

ければならないと、そういう話がありました。ですから、一部の人しか利用していない

ものについては、やっぱり要らないというか、あればいいんでしょうけれども、削って

もいいものはもう削ってしまって、また新しいものに再度その資金を利用する方向に持

っていってもいいんじゃないかなというふうに思いますけれども、いかがでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この空き缶の分別回収事業につきましては、子どもから高齢者の

方々まで、また個人だけではなく、ご家族でポイントを貯めて楽しんでいただいておる

と考えております。この事業によりまして、分別それから資源化への意識づけや啓発の

重要なツールであるというふうに考えております。今、委員さんも言われるように、そ

の費用対効果等々でございますけれども、現在、各施設に設置しております回収機につ

きましては、平成２０年度、平成２１年度にそれぞれ購入をした物でございます。今現

在１３年近く経っておりますことから、今後、修繕また更新も必要になってくるかとい

うことでございますので、そういった修繕更新等々必要になった時期になりましたら、

また継続も含めて、費用対効果等も考える中で検討してまいりたいと考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 よろしくお願いします。それから、９７ページ下に可燃ごみ質検査実施状況

ということで、事業系のごみが生ごみ、可燃ごみなどに可燃以外のごみが令和２年度が

２４．４％、令和元年度が１６．２％ということで、可燃以外のごみが増えている。こ

れは厳密に検査したからこうなったのか、もしくは事業系のごみが可燃ごみ以外の物も

含めて出すように、悪い方向に向かっているのか。どのようにお考えでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この可燃ごみ質検査につきましては、令和２年度におきまして、コ

ロナ禍の状況から事業所の活動も例年と違っており、特に飲食関係のほうからそういっ

た厨芥類、生ごみの割合も減った状況であります。その生ごみが前年度と比べまして、

約半分程度割合が減っております。排出量自体は事業所・事業系のほうに減っておりま

すけれども、これは割合でございますので、その生ごみの量が割合が減った分、可燃性

以外のごみ、不燃物等となりますけれども、その割合が増えたということで、不燃性の

ごみが特に増えたという状況ではないということでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、状況は変わってないということで、これからもやっぱり４分

の１ほどの分別ができていないということは、もうちょっとしっかりとその事業者のほ
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うに指導なり、注意するなり、お願いなりをしていく必要があると思いますけれども、

いかがでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 そういったもの含めまして、職員で持ち込みの際、展開検査また事

業所等への指導もさせていただいております。もちろん生ごみの分別回収また紙類の分

別回収が進みますと、可燃性以外のごみの率としては増えてまいりますけれども、ごみ

の量自体は減ってくるような指導を現在進めておるところでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 よろしくお願いします。それから９９ページ１行目のごみの排出量状況です

けれども、令和２年度は７１３グラム、１日ということで、先ほど部長からお話しにな

りましたように、減りましたということですけれども、これは今コロナ禍で外食が減っ

て、それから家で食べるのが多くなってきたら、やっぱりごみの排出量が多くなるよう

な気がするんですけれども、それが減ってきているということは、やっぱり住民の、残

さないで食べるとか、そういう意識が変わってきているというふうに理解してよろしい

んでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 そのような意識もあろうかと思います。ただ、大きな要因といたし

ましては、事業系の排出量が減ったということが大きな要因でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。住民１人当たりというのは、家庭系のごみだけではなく、事

業系のごみも全部ひっくるめた、それで人口で割ったというふうなことでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 １人当たりの排出量につきましては、家庭系の廃棄物、家庭系資源

物、事業系廃棄物、事業系資源物の総排出量を住民の人数で割った値でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 本編の３７ページのまん中に埋立量とありますけれども、令和元年度が６８

４トン、令和２年度が３０３トンということで、埋立ての量が半減しているんですけれ

ども、これはどのように理解したらよろしいんでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この埋立量の減少ですけれども、この埋立ての主な内容につきまし

ては、町内のほうで収集等をいたしました不燃ごみの中で、どうしても再資源化できな
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いものについて、処理委託業者のほうで埋立処理を行っております。令和２年度につき

ましてはゼロウェイストの考えから、不燃ごみ及びその他プラスチック類の処理業者の

グループ業者のほうで、その他プラスチック類及び不燃ごみに含まれる硬化プラスチッ

ク等ですね、そういったものを製品の再資源化が可能であるということであり、処理単

価のほうは上がったんですけれども、その処理方法を変えましたことから、埋立てせず

に資源化に回せたということで埋立量が減ったという状況でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ということは、自治会で出します不燃ごみを分別して、分別した物を再利用

できる物は埋立てしないで使ったということで。ということは、これから見ますと、不

燃物で出した量の、去年、一昨年もやっておったでしょうけれども、量の半分ぐらいが

埋立てしないで済んだというふうなことでしょうか。６８４から３３０って半分になっ

ていますので、不燃物の半分は再利用できたと。 

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 昨年度につきましては、不燃物回収量が約５９０トンで、そのうち

リサイクルいたしましたのが約６２トン、残渣、埋立てでございますが約５２８トンご

ざいました。資源化率で一応１０．６％の資源化率となっております。ただ、令和２年

度につきましては、回収量は約６８９トンに対しまして、リサイクル量が約３８１トン

で、残渣、埋立てでございますが約３０２トンで、資源化率が５５．２９％ということ

で、約４５％資源化率が上がっておる状況でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 すみません。資源化率が上がったその具体的なものっていうのは、今まで不

燃物で出しておって、資源化できた物の主な物ってどんなものなんでしょうか。  

○木澤委員長  暫時休憩します。  

（ 午後２時０２分 休憩 ） 

（ 午後２時０５分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。 齋藤委員。 

○齋藤委員 わかりました。ありがとうございます。もうひとつお願いします。  

本編の３８ページの真ん中のところに放流水の汚濁度ということで、ＢＯＤ、これ令

和２年度、急に上がっていますけれども、１３．１というのは基準以内で問題はないと

思いますけれども、これ急に上がったというのは何か理由がありますでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  
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○東浦環境対策課長 こちらにつきましては、鳩水園における運転管理におきまして、管

理業者で浄水の使用料の削減のため、放流水の希釈水の水を調整していたりという案件

があったかと思います。その関係で県の排出基準条例の水質基準はクリアされておるん

ですけれども、全体的に昨年度より希釈水の関係でＢＯＤが上がったという状況です。 

○木澤委員長 齋藤委員。  

○齋藤委員 じゃあ、これは上げたままでこのまま状態を続けるのか。もしくは令和元年

度ぐらいの水準まで戻して希釈水で薄めるのか、どちらでしょうか。 

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 このＢＯＤにつきましては、県の排水基準条例はクリアしているん

ですけれども、鳩水園の管理委託業務の仕様書に明記しております放流水保証値という

数値がございまして、その数値をこれでは平均的にクリアできていないという状況から、

昨年の下半期から適正管理に向け業者に指導しておるところでございます。  

○木澤委員長 齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございました。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  溝部委員。  

○溝部委員 主要な施策の成果報告書の資料編７０ページですけれども、一番上の子宮頸

がんワクチンの予防接種の実施というところで、それ公費が適用される対象年齢という

のは、中１から高１でしたかね。  

○木澤委員長  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 子宮頸がんワクチンの公費の対象年齢は、中学１年生から高校１年

生となっております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。その高校１年生女子を対象に個人通知しているとい

うことですけれども、中学生には通知はされなかったということですかね。  

○木澤委員長  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 令和２年度につきまして、高校１年生を対象に個人通知させていた

だきましたのは、去年の１０月に国からこのワクチンの積極的な勧奨をまだしていない

けれども、このワクチン効果ですとか、副反応についてきちんと理解した上で定期接種

で受けられるというふうな周知をしてくださいという通知が来ましたので、令和２年度

につきましては、高校１年生が最終の年齢になられますので令和２年度については高校

１年生にだけ通知させていただきまして、令和３年度につきましては中学１年生から高
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校１年生までに、今年は４月に通知のほうをさせていただいております。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。このワクチンは大体３回ぐらい打てばいいのかなと

思うんですけれども、そのタイミング的にコロナのワクチンと時期が重なってしまった

りとかしたときに、時期が近くても打てるものですかね。  

○木澤委員長  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 コロナの予防接種を受けられて、あと２週間ほどすると、ほかの予

防接種も受けていただけますので、接種間隔等をみながら受けていただければ、コロナ

の予防接種を受けられてもこの予防接種が受けられないということではございませんの

で、少し接種間隔とかそれぞれの予防接種を見ながら、受けていただく必要はあるかと

思います。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 わかりました。その中で例えば、いろいろ事情とかコロナとかであって、３

回打つ３回目が高校２年生とかになってしまったタイミングとかになっても、それは公

費の対象になるんですか。  

○木澤委員長  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 公費はやはり高校１年生ですので、１年生までの方が公費の対象に

なってまいりますので、２年生になってしまいますと公費対象外の年齢になってしまい

ます。 

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 できれば、３回からあかんとなって、３回打たな効果がないとなったときに、

タイミング的に高２になってしまって、それが無料じゃなくなってしまったりとかした

ら、ちょっとあれなので、できたらその辺を考えていただきたいなというふうに思って

いるんですけれども、その辺のお考えはいかがでしょうか。  

○木澤委員長  暫時休憩します。  

（ 午後２時１１分 休憩 ）  

（ 午後２時２０分 再開 ）  

○木澤委員長  再開いたします。  

そしたら、ちょっと状況を答弁もう一回してもらいます。  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 この子宮頸がんワクチンにつきましては、まだちょっと国のほうか

らもきちんとワクチンの安全性というところが保たれている状態でない中での予防接種
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の、この定期接種の周知を図るということの内容ですので、やはりそのワクチンの安全

性とかというふうなものの、ちょっと少し厚労省からの情報もまたこちらのほうも見な

がら、啓発のほうはきちんとさせていただきたいと思います。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ありがとうございます。よくわかりました。私もそのワクチンを受けたほう

がいいとかは全然思っているわけではないんですけれども、情報をきちんと対象者が取

っていただいて、ご自身で判断していただくというのはなかなか難しいと思うんですけ

れども、それで判断できなかったら、後は検診を受けていただくという形になると思い

ますので、そちらのほうはまた啓発をよろしくお願いします。  

続きまして、９９ページ真ん中の可燃物で、１トン当たりの処理費４万９，７２７円

というのがあるんですけれども、これはどういったものが中に含まれているんですかね。

委託料とか、そういう全て込みの金額ですかね。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 １トン当たりの処理費ということで、どういうものが含まれるのか

というご質問ですけれども、一応全体、令和２年度にかかりました、可燃物の処理に係

る費用から収集量で単純に割った数値となっております。その中に、人件費とかも含ま

れておるということになります。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 人件費とかもというのは、ほかにも何か含まれているんですか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 人件費とか、あと収集運搬費、それから処理費、そういったものが

含まれておるということでございます。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 斑鳩町で実際処理していたときとかというのって、大体どれぐらいかかって

いたかとかいうのってわかりますか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 申し訳ございません。今その資料を持ち合わせておりませんので、

追ってまたご報告させていただきます。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ちなみに、それが今、広域化に向けて勉強会に参加してはると思うんですけ

れども、奈良市から示されているのは、これはどれぐらいの金額になるんですかね。  
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○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 奈良市から示されている金額でございますけれども、トン当たりい

くらというのでは出ておりませんで、建設費、するとしたらこれぐらい、年間の運営費

で年間いくらという形で示されております。ただ、その示されている内容につきまして

も、ただ単にその建物、焼却場を建てるのみから算出された分でございますので、本来

のその他もろもろの費用も本来かかるものであろうという考えで、そういったあたりの

金額がまだ不明な状況でございます。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 その令和２年度に三重県のほうから何か要望みたいなのはなかったのでしょ

うか。 

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 要望と申しますか、伊賀市のほうは、取りあえずそのごみを搬入さ

れるのは緊急的な措置、そういった焼却施設の修繕等ということで、それは常々前から

おっしゃっておりますので、できるだけ早期にそういった自区内処理に向けて進めてい

ただきたいというようなことでございます。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 いつまでとかということは明確に何か言われているとかいうことでもないと

いう。 

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 いついつまでにという制約は今いただいておりません。  

○木澤委員長  溝部委員。  

○溝部委員 ちょっとここで聞くのが合っているかわからないんですけれども、今、勉強

会から大和郡山市が抜けられたということで、斑鳩町も多分、どのようなお考えを持た

れているかというのはあると思うんですけれども、そのあたりは委員会で聞いたほうが

いいですかね。  

○木澤委員長  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 大和郡山市が離脱されたということで、この後につきましては、今

お聞きしている内容として、また奈良市のほうからまた考え方なりがお示しされるとい

うことをお聞きしておりますので、まずはそういった考え方をお伺いしてから、どうい

った対応をするかというのを考えていくことになると思います。  

○木澤委員長  ここで、１４時４５分まで休憩します。  



 - 57 - 

（ 午後２時３２分 休憩 ） 

（ 午後２時４５分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。  

  引き続きまして、衛生費に対する質疑をお受けしたいと思います。  坂口委員。  

○坂口委員 ９４ページの小型家電のリサイクルの状況ですけれども、この小型家電のリ

サイクルというのは、東京オリンピックのメダルをつくるということで始まった事業で

はないかと思うんですけれども、東京オリンピックが終わった状況の中でこの事業とい

うのは継続されるんでしょうか。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。   

○東浦環境対策課長 小型家電のリサイクル事業でございますけれども、委員さんおっし

ゃいますように、そういったレアメタル等々をリサイクルさせていただいて、東京オリ

ンピックのメダルにするということで、もうひとつの取り組みでもございますけれども、

平成２５年４月に施行されました小型家電リサイクル法に基づいて、これのリサイクル

をしておるというのがまず発端でございますので、継続して実施をしてまいりたいとい

うふうに考えております。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  小城委員。  

○小城委員  資料１１の資料編の９２ページのごみ分別アプリの利用状況ですかね。そ

こで今、前回とか委員会とかで言わせてもらって、広報にＱＲコードを載せてもらった

りしての成果かなと思うんですけれども、この辺の増えた要因、ダウンロード数が増え

た要因、アクセス数が増えた要因というのが分かれば教えていただきたいです。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 ごみ分別アプリの利用状況ということで、ダウンロード数及びアク

セス数ともに増加しておるということで、その要因としましては、分別アプリの広報ま

たホームページ等での周知、また再度窓口でも周知の徹底をさせていただいた。あと今

までごみの分別収集日とか、分別種類の検索、当課のそういったいろんな情報も、この

アプリを活用して随時発信をさせていただいておる、そういったことも増加の要因につ

ながっているのではないかというふうに考えております。  

○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 ありがとうございます。そうですね、やっぱりあるものをしっかり活用して

いくということが大事だと思いますので、引き続きやっていただいて、目標、数字でい

うと令和２年は３，３００で２，９４６件まで、ある程度近づいていると思いますので、
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今後も引き続きよろしくお願いいたします。  

  それと、資料１０の本編の生ごみ分別収集モデル世帯数についてお伺いしたいんです

けれども、これが令和２年の目標額。すみません、３６ページの下段ですね。生ごみ分

類収集のモデル世帯数の累計で、実施計画でいうと、令和２年が８，５００件になって

いて、６，９３０件というところで、今その進捗状況といいますか、伸び悩んでいる状

況というのが分かれば教えてください。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 この生ごみ分別収集のモデル事業でございますけれども、今現在、

実施自治会は９８自治会で６，９３０世帯の実施状況でございます。目標数に満たない

ということで、その伸び悩みでございますけれども、実施自治会のほうにいろいろ、令

和２年度についてはちょっとコロナの関係でそういった説明会が開催できなかったんで

すけれども、いろいろ情報、令和元年度等で確認いたしますと、生ごみに対するそうい

った臭いが出るとかいう、そういった問題もございますし、置場の問題が非常に大きい

と伺っております。そういったものをどういう形でクリアしていけるのかということを、

当課のほうでもいろいろ検討はしておるんですけれども、やはり自治会にまずは理解を

いただくため、引き続き説明会を行いまして、全町実施にむけまして取り組んでまいり

たいというふうに考えております。  

○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 ありがとうございます。コロナで説明会に行けないとか、なかなか難しいと

ころはあると思います。今すでにやっておられる自治会等あって、そこで出てきている

その置場の問題だったり、そこを工夫してやっているところというのはあると思うんで

すけれども、そういった説明を、まだ行われていないところにしっかりとこれからも説

明していただいて、進めていただけたらと思います。  

  それともう１点。資料戻ります。資料１１の１０１ページの鳩水園のところですけれ

ども、先ほど齋藤委員からも質問があったＢＯＤが増えていて、それは戻していくとい

うのは委員会でも聞いているんですけれども、去年でしたか、これで汚泥を薬剤を投入

してきれいにしたというところで、そうすると、水を使う量が減るみたいな話だったと

思うんですけれども、結局これはどうなったというか、水を使う量が減ったんですか。

減った結果、ＢＯＤが増えたということでいいんですかね。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 最終的なＢＯＤ、現状を維持するためにはやはり希釈水が必要であ
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ったというふうに今現在は考えておりまして、その水道水の適量、適正使用について管

理業者にも指導を行っておる状況でございます。  

○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 今回の決算にのっているのか分からないんですけれども、その薬剤に投じた

もの、処理するのに使ったお金というのは、特段意味がなかったという認識でいいんで

すかね。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 薬剤等といいますのは、その内容物によって若干変動もあろうかと

いうことを考えております。使用状況については、それほど例年どおり変更はない状況

でございます。  

○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 だから薬剤を使って、結局水を使う使用量というのが、結局変わらなくて、

使用量を減らすとＢＯＤが上がってしまう。だから、希釈水、使う水の量は今までどお

り。その浄化槽といいますか、その鳩水園の汚泥を処理することによって、その水を使

う量っていうのは減らない。浄化槽がきれいになると。  

○木澤委員長  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 もちろんその汚泥がたまりますと、濃度が高くなりますので、やは

りそれを放流するとなると、薬品また水道の使用量も希釈水の量もいるかと考えます。  

○木澤委員長  暫時休憩します。  

（ 午後２時５４分 休憩 ） 

（ 午後３時００分 再開 ） 

○木澤委員長  再開いたします。 加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 鳩水園の処理水の関係でございますけれども、この関係につきまし

ては、昨年１０月にＢＯＤの基準が守られていないということはうちのほうで確認でき

ましたので、その時点で文書指導のほうをさせていただいております。その後におきま

しても、引き続き、今現在も継続して保証値が守られているかというのは確認をさせて

いただいておりまして、今、基準値内で運用していただいているという状況でございま

す。あと水道の使用量につきましては、これ以前の２年前の基準値で守られていた頃の

水道の使用量とほぼ今同じような状況でございますけれども、まだ改善されてからまだ

半年ちょっと経っているところでございますので、引き続き、どういう状態になってい

くかというのはまだ見守っていくということで考えております。  
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○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 そうですね、これ基準値以下だからとか、元々これに合わせて、元々あった

ＢＯＤに合わせていくということなんで、必要なところの水道、希釈水とか、水道使用

量というのは、しっかりやっていただいて、その住民さんに迷惑がかからないようにと

いうのは、引き続きやっていただければと思います。  

○木澤委員長  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 すみません。ＢＯＤの関係、今、ご説明させていただきましたけれ

ども、今現在、非常に低い数値で今値が推移しているということでございます。その中

で今の基準値内でどういった形で水道の量を効率的に、ある意味使用量を減らせるかと

いうのも含めて、今現在行っておりますので、全体的な使用量、最終的にはもう少し運

転状況を見ながら、判断していくということになると思います。あともう１点、これも

委員会の中でもやり取りあった部分で補足して申しあげますと、今現在、今年度、下水

道事業のほうで、今、鳩水園のほうで延伸の工事をさせていただいております。奈良県

に関しましても、その鳩水園の下水道の接続というものを継続して今協議をさせていた

だいておりますので、その協議が整いましたら、改めてそちらに接続という形にもなっ

ていきますので、その場合は、改めてそういった接続についての、どういった効率的に

また接続していくかという、また違う面の関係も出てまいりますけれども、そういった

ところにまた変化がございましたら、改めて報告させていただきたいと思います。 

○木澤委員長  小城委員。  

○小城委員 ありがとうございました。住民さんに迷惑かからない。臭い等というのが出

ない。基準値以下だったら出ないとは思うんですけれども、そういったことのないよう

に、住民さんからクレームが来ないように、しっかりと対応お願いいたします。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（ 「なし」と呼ぶ者あり ） 

○木澤委員長  そしたら、私のほうからもお尋ねしたいんですけれども、資料編の６７ペ

ージ、高齢者インフルエンザワクチン予防接種の実施ですけれども、昨年度はコロナと

インフルエンザとがダブルで流行するんじゃないかということで、非常に高齢者の方の、

特に接種希望、高齢者以外も接種希望が増えていたと思うんですけれども、それについ

ては、予算を超えて対応していただいている状況かなと思うんですけれども、当初見込

んでいたのと実際に受けはったのとでは、どういう状況なんでしょうかね。  

  北住民生活部次長。 
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○北住民生活部次長 昨年度、国のほうからも９月にインフルエンザの同時流行に備えて

ということで、高齢者を優先的な接種対象ということで、呼びかけがありましたので、

やはり高齢者の方に対しましては、このワクチン接種がまだ進んでいない状況の中でし

たので、やはりこの関心が高まりまして、元年度の接種率が６２．３％ですので、予算

的には６０％台の予算から結果的には７２．５％というふうな接種率になっております。  

○木澤委員長  予算超えても対応していただいている状況やと思うんですけれど、そのワ

クチンの数が足らへんのちゃうかというふうに思われていたんですけれど、それについ

ては、どうやったんですかね。  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 やはりインフルエンザの予防接種のこのワクチン数というのが、一

時やはりこの優先接種に先に回すというふうなことの中で、県のほうでもかなり供給量

というのは調整されているような状況でございました。ただ、やはり令和２年度に関し

ましても、供給量よりは全国的に見ても使用量は下回っておりますので、供給量的には

前年に関しましても賄えてたというふうな状況です。  

○木澤委員長  その後、心配しているほどインフルエンザについては、流行らなかったけ

れども、ほとんどコロナ対策をしていたおかげもあってかと思うんですけれど、はやら

なくて、また次のシーズンに向けて、そのワクチンの確保も含めて、国のほうからどう

いう通達等が来ているのか、で、どういう対応をしていこうと思ってはるのか、その辺

はどうなんでしょうか。 北住民生活部次長。 

○北住民生活部次長 昨年、ちょうど９月の１１日にそういった積極的な勧奨の呼びかけ

の通達が来たんですけれども、今のところ、厚労省のほうからはそういった文書のほう

は届いておりません。ただ、ワクチンの、やはり今ご心配されておられます供給量とい

う部分で、やはり去年がだいぶ最大の使用量となってきていまして、こっちの供給量と

いうのが、この新型コロナのワクチンの生産で、やはり世界的に製造の資材のほうが入

手しにくくなっているということで、インフルエンザのワクチンの供給ペースが少し遅

れる見通しやというふうなことはちょっと厚労省のほうから言われております。１０月

が一定の提供量は限られるけれども、１２月の中旬ぐらいまでには供給ができていくと

いうふうなことは聞いております。  

○木澤委員長  国のその動向も注視して対応していっていただきたいんですけれど、今、

そのコロナのワクチンを打ったからというて、ちょっと警戒心がやっぱり弱くなってき

ているという点と、あと今コロナのほうも蔓延していっている状況の下で、これまた流

行ってしまうと大変なことになると思いますので、町として独自でワクチン増やせるか
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というと、そうじゃないんですけれども、やはり冬に向けて、しっかり対策だけはして

いっていただきたいなというふうに思いますので、お願いをしておきます。  

  それと、母子衛生費になろうかと思うんですけれど、一般質問で小城委員も質問して

はったんですけれども、母子手帳の関係ですね。アプリ云々ということで質問してはり

ましたけれど、今、母子手帳ということで発行されていますと、町内の保護者の方から、

親子手帳ということで、やっぱり母子、父子手帳も作っていただいていますけれども、

それぞれ別々であるよりも、やっぱり親子で協力して子育てをしていくという意味で、

名称を変更していただけないかという要望をいただいているんですけれども、そこは町

としてはどういうふうに考えているんですかね。  北住民生活部次長。  

○北住民生活部次長 今、委員長がおっしゃったように、国のほうもそういった名称を、

母子手帳というふうな名称も、やはり検討していく必要があるんではないかというふう

なことも、課題として上がっているというふうに聞いています。今回の小城委員の質問

の答弁をさせていただいた中で、令和４年度から国のほうも母子手帳のあり方ですとか、

健診のことに関しての検討会を立ち上げて、検討していくというふうなことが言われて

おりますので、そのあたりも含めて、国の動向とかもまた見ながら、町としても考えて

いきたいと思います。  

○木澤委員長  内容については、当然国のほうとも調整等は必要でしょうけれども、名称

につきましては、町のほうでも判断できるのかなと思いますので、町内の保護者からそ

ういう声があるということも含んでいただいて、また今後検討いただきたいと思います。  

  それと、補償の関係も聞いておきたいんですけれども、毎年決算があるときに確認さ

せていただいているんですけれども、資料編の８６ページ、火葬場の周辺対策料ですね。

２年度もこれ４００万円ですかね、計上されてますけれども、その内訳と、その地元と

の協議の状況を確認させていただきますでしょうか。 東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 令和２年度におきまして、火葬場の周辺対策としまして、こちらに

ついては、毛無池地区の農道整備事業ということで４００万円の支出をして、周辺対策

費として支出を行ったものでございます。地元との協議状況でございますが、なかなか

周辺対策を終えるための積極的な話が非常に難しいところではございますが、提出等々

されます要望事項の内容などを見る中で、地元とのその補償につきまして話を進めてお

るというところでございます。  

○木澤委員長  元々の約束が期限のないような形での補償になってしまっていて、これま

でも言っているように、一方的に町のほうから打ち切るというようなことは難しいとは
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思うんですけれども、今、他のいわゆる迷惑施設と呼ばれる施設につきまして、だんだ

んと補償についても残りが見えてきているというような形で話が地元の方とできてきて

いる状況の中で、やはり火葬場につきましても、そういう形で町の財政的な問題もあり

ますので、何とかやはり項目を絞って、できれば期限などを設けるような形で話が進め

ていけないかなというふうに思いますので、特に中西町長、地元でありますので、なる

べく話をしやすい状況もあると思いますので、ぜひ、町長の力もお借りというか、頑張

っていただく中で、話を進めていただきたいと思いますのでお願いをしておきます。  

  中西町長。  

○中西町長 この補償の問題でございます。私のほうが地元ということで、ある程度地元

のほうでも、この関係の話をさせていただいております。ただ、今一部まだ各地域にそ

の補償の関係の事業が残っております。この中でですね、まだ神南地区また高安地区が

残っておる中で、その中で向こうで事業をやっている中で、ちょっとこちらのほうだけ

補償を切っていくというようなのは、なかなかしにくい状況でございます。その中で、

高安のほうもある程度、３年か４年ぐらいでだいたい格好がついてくるのかなと思いま

す。また、神南のほうもですね、一部路線を残して、残っておりますけれども、それを

やれば補償も終わるというような覚書もかわしております。その中で、ある程度そこで

整理がつき次第、また東里等にその辺の話をしてやっていきたいと思っております。た

だ今言っていますように、ほかで事業をやっている中で、先に補償を切りたいという話

はしにくいという状況でございますので、その辺はある程度理解していただけるように

これからも話はしていきたいと思っています。  

○木澤委員長  説得力のあるほうが話もしやすいと思いますので、周りの状況も見る中で、

積極的にお願いしておきます。  

  もう１点、９３ページのところの紙おむつ類ですけれど、以前からリサイクルについ

て、だんだんとリサイクル業者なんかの技術も進んできているという報告はいただいて

いたと思うんですけれど、その後の状況、実際に具体的にリサイクルができていくのか、

その辺のところの状況はいかがでしょうか。  東浦環境対策課長。  

○東浦環境対策課長 紙おむつのリサイクルに向けた取り組みの状況でございますけれど

も、現在、各自治体で行われておりますリサイクル状況などもいろいろ情報をいただく

中、現在、環境省のほうから、紙おむつのリサイクルについて具体的な検討を開始をし

たいという市区町村に対しまして、紙おむつリサイクルの取り組むにあたっての情報提

供や、またコンサルティングを希望する自治体の募集が先日ございまして、それに対し
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まして、当町のほうも手を挙げさせていただいたところ、先日、その環境省のリサイク

ルの情報提供であるコンサルティングの、その事業に対して、当町のほうが採用された

という連絡がございました。これにつきましては、今後の進め方や内容につきましては、

次いで詳細につきましては、これからの打合せということで、どういった内容で進めら

れていくのかというようなのはまだ未定ではございますけれども、紙おむつリサイクル

に向けました一歩、当町として前進したものではないかというふうに考えております。  

○木澤委員長  わかりました。以前から斑鳩町、分別リサイクルについては、資源化につ

いてはかなり力を入れてやってきていただいていて、当初から「後はもう紙おむつだけ

なんや」ということで、おっしゃっていただいてきたと思うんですけれども、これが進

めば、かなり資源化も進むと思いますので、非常に期待をしておりますので、ぜひ積極

的に今後も取り組みをよろしくお願いしておきます。 

  ほかにございませんか  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  これをもって、第４款 衛生費に対する質疑を終結します。  

次に、第６款  商工費について、説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長  第６款 商工費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要

について説明をさせていただきます。主要な施策の成果報告書資料編でございます、１

０９ページをお開きいただけますでしょうか。第１項  商工費 第１目 商工総務費で

ございます。はじめに、社会参加の促進支援では、高齢者の豊かな知識や経験、技能を

活かした就業機会の提供、生きがいと健康づくりへの支援として斑鳩町シルバー人材セ

ンターに対しましての助成等を行っております。以上、第６款  商工費のうち、住民生

活部が所管いたします決算の概要の説明とさせていただきます。よろしく審査賜ります

ようお願いを申しあげます。  

○木澤委員長  説明が終わりましたので、第６款 商工費について、質疑をお受けいたし

ます。 

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  これをもって、第６款 商工費に対する質疑を終結します。  

暫時休憩します。  

（ 午後３時１８分 休憩 ） 

（ 午後３時２１分 再開 ） 

○木澤委員長  再開します。  
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次に、認定第４号  令和２年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定

についての審査を行います。  

理事者の説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、認定第４号  令和２年度斑鳩町国民健康保険事業特別会

計歳入歳出決算の認定について、ご説明を申しあげます。 

  はじめに、議案書を朗読させていただきます。 

  認定第４号  

令和２年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について  

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。  

令和３年９月１日提出  

斑鳩町長 中  西 和 夫 

  はじめに、令和２年度歳入歳出決算書の２２ページをお開きいただけますでしょうか。  

令和２年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算は、歳入総額が２７億５，

５１４万３，５５２円、歳出総額が２８億８，６２７万３，１７２円、歳入歳出差引額

は１億３，１１２万９，６２０円の歳入不足となっております。このため、令和３年度

会計において、繰上充用の予算補正の措置を行い、決算を終えております。それでは、

決算の状況につきまして、歳出の部から各款ごとに説明をさせていただきます。 

主要な施策の成果報告書資料編１７１ページをお開きいただけますでしょうか。  

１７１ページから１７６ページの第１款  総務費でございます。 

はじめに、１７１ページ、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費でございます。

国民健康保険事業に携わる職員の人件費及び事務の執行に要する費用を支出いたしてお

ります。令和２年度末現在の国民健康保険の加入世帯は３，５６０世帯、総世帯に占め

る割合は２９．７％となっております。被保険者数は５，６５１人、総人口に占める割

合は２０．０％となっております。被保険者数は、いわゆる団塊の世代の方の後期高齢

者医療制度への移行により減少傾向となっております。 

 次に、１７２ページ、第３目  共同事業負担金でございます。国民健康保険事業の県

単位化に伴い、医療費通知やジェネリック医薬品の差額通知など、各市町村が共通して

実施していた事業を、県の国保事務支援センターで共同事業として実施しており、その

事業に対する負担金として支出を行っております。 

  次に、１７３ページ、第２項  徴税費でございます。国民健康保険税の賦課徴収に携
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わる職員の人件費及び賦課計算業務委託料等に係る費用を支出いたしております。１７

４ページでは、現年課税分の状況につきまして上段の表に記載をしております。その表

の一番下、令和２年度の合計欄でございますが、調定額が５億３，８６３万７，９４９

円に対しまして、収入済額は５億２，５５７万３，３０９円で、収納率は９７．５％で、

前年度と比較いたしまして０．５ポイントの増となっております。また、国の財政支援

を受けまして、新型コロナウイルス感染症の影響による減免を実施いたしました実施状

況については、下段の表に記載をさせていただいております。次に１７５ページ、滞納

繰越分の状況でございます。この表の一番下の行になりますが、調定額は１億１，０４

３万６，８８８円に対しまして、収入済額は２，４１２万６，１３３円で、収納率は２

１．８％となっております。前年度と比較して０．８ポイントの増となっております。

１７３ページにお戻りをいただきまして、滞納処分の実施状況でございます。実施状況

につきましては、差押で１０件、滞納額は３３８万９千円の処分を行っております。ま

たこのうち、換価配当があったものにつきましては９件、金額で１５９万８千円となっ

ております。続きまして、１７６ページをお願いいたします。不納欠損処分の状況でご

ざいます。処分人数は５２人、金額で７２７万３，０８０円となっております。 

次に、第３項  運営協議会費でございます。令和２年度の国民健康保険運営協議会は

３回開催し、国保特別会計の予算決算の状況、特定健康診査の実施状況、適正な保険税

率等についてご審議をいただき、令和６年度の奈良県の保険税率の統一化を踏まえて、

税率の改定を行っております。  

次に、１７７ページから１８０ページ、第２款  保険給付費でございます。 

  はじめに、第１項  療養諸費は、前年度と比較をいたしますと１億５，８９７万７，

９８５円の減となっております。被保険者数の減少に加えて、新型コロナウイルス感染

症の影響により受診を控えられたことが主な要因と分析をしております。  

 次に、１７９ページ、第２項  高額療養費でございます。前年度と比較をいたします

と１，７３４万１，７０５円の減となっております。療養諸費の減少に合わせて、高額

療養費の支給も減少しているところでございます。  

 次に、１８０ページでございます。第４項  出産育児諸費でございます。出産育児一

時金の給付件数は２１件、前年度と比較をいたしまして７件の増となっております。 

  続きまして、第５項 葬祭諸費でございます。葬祭費の給付件数は３７件、前年度と

比較をいたしまして８件の増となっております。  

  次に、１８１ページから１８２ページ、第３款  国民健康保険事業費納付金でござい
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ます。国民健康保険事業の県単位化に伴い、保険給付に要する費用を奈良県が全額負担

することとなるため、その財源といたしまして、各市町村は県から示された事業費納付

金を納めることとなっております。第１項 医療費給付費分で４億８，４２５万８２０

円。第２項 後期高齢者支援金等分で１億６，１６６万９８１円。  

続きまして１８２ページにお移りをいただきまして、第３項 介護納付金分で５，３

７６万５，１５８円を納付しております。  

  次に、第４款  共同事業拠出金でございます。退職者医療に係る事務拠出金を支出を

いたしております。 

  次に、１８３ページ、第５款  財政安定化基金拠出金でございます。天災等の特別な

理由による収納不足などが生じた場合に、奈良県の基金から収納不足額の２分の１以内

で交付を受けることができ、県内でこうした基金から交付があった場合、その財源につ

いて、国、県、市町村が３分の１ずつ負担することとなっております。なお、この令和

２年度におきましては、こういった拠出金はございませんでした。   

次に、本ページから１８４ページ、第６款  保健事業費でございます。  

  はじめに、第１項  保健事業費では、人間ドック健診の助成といたしまして９９件、

１８３万５，３１２円の助成を行っております。また、医療費適正化対策といたしまし

て、エイズパンフレットを購入し、被保険者に配布をいたしております。  

  次に、１８４ページ 第２項 特定健康診査等事業費でございます。生活習慣病を引

き起こすメタボリックシンドロームを早期に発見するため、個別健診に加えて集団健診

を実施をいたしました。新型コロナウイルス感染症の影響に伴い受診券の発送時期を６

月から９月に延期したこと、また集団健診について、例年、年４回実施していたところ

を年３回の実施となったことによりまして受診率は減少をしております。  

  次に、第７款  基金積立金でございますが、積立はございませんでした。  

次に、第８款  公債費につきましても、一時借入金等はございませんでした。  

  続きまして、１８５ページでございます。第９款  諸支出金でございます。はじめに

第１項 償還金及び還付加算金では、過誤納付となりました国民健康保険税を還付する

ほか、前年度に超過交付となりました交付金を精算還付したものでございます。 

次に、第２項  療養費等指定公費立替金でございます。高額受給者の自己負担額の軽

減を図るための町の一時立て替えにつきましては、支給はございませんでした。    

１８６ページにお移りをいただきまして、第１０款  予備費でございますが、令和２

年度におきましては充用はございませんでした。  
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最後に、第１１款  前年度繰上充用金でございます。令和元年度会計において１億９，

００８万６，４５７円の歳入不足が生じたことから、令和２年度会計で繰上充用したも

のでございます。 

続きまして、歳入決算の状況についてご説明をさせていただきます。  

資料の１６９ページをお願いをいたします。第２表といたしまして歳入決算の内訳を

記載をしております。なお、この表の決算額につきましては千円単位で表記をさせてい

ただいておりますので、あらかじめご承知をお願いをいたします。  

まず、１行目、第１款  国民健康保険税の決算額でございます。決算額は５億４，９

６９万９，４４２円となっております。前年度と比較をいたしまして１，９１２万６，

８９８円、３．４％の減となっております。被保険者の減少が主な要因でございます。 

次に、第２款  使用料及び手数料は督促手数料を徴収したものでございます。令和元

年度までは諸収入として収納しておりましたが、令和２年度から科目を新設し、この歳

入で手続きをさせていただいております。  

次に、第３款  国庫支出金の決算額でございます。１，２９０万４千円となっており

ます。社会保障番号制度システム整備費補助金として７１２万８千円、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に伴う国民健康保険税の減免について、その額の１０分の６に相当す

る額を臨時特例補助金として５７７万６千円の交付を受けております。なお、この減免

対象の残る１０分の４につきましては、特別調整交付金により交付を受けているところ

でございます。  

次に、第４款  県支出金の決算でございます。１９億４，９９２万７，６００円とな

っております。前年度と比較をいたしまして１億７，８３６万７，６５８円、８．４％

の減となっております。保険給付相当分であります普通交付金でございますが、歳出で

説明をさせていただきました、新型コロナウイルス感染症の影響により受診を控えられ

たことなどによる保険給付費の減少が主な要因でございます。 

次に、第５款  財産収入でございますが、収入はございませんでした。  

  次に、第６款  繰入金の決算額は２億３，７６９万９，２８６円でございます。国民

健康保険事業の運営に必要となる人件費を含む事務経費などの法定の繰入金のほか、後

期高齢者医療支援金分の赤字を補てんするための財源を一般会計から繰り入れたもので

ございます。 

次に、第７款  繰越金では、決算余剰金は発生しておりません。  

最後に、第８款 諸収入では決算額が４７７万２，８２４円であります。国民健康保
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険税の延滞金のほか、第三者行為により発生した保険給付に係る損害賠償金、不正不当

な医療に係る返納金が主な内容でございます。 

以上で、認定第４号 令和２年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認

定についてのご説明とさせていただきます。  

よろしく審査を賜りまして、原案どおり認定いただきますようよろしくお願い申しあ

げます。 

○木澤委員長  説明が終わりましたので、国民健康保険事業特別会計について、質疑をお

受けいたします。ございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そうしましたら、私のほうからいくつかお尋ねしたいと思います。  

まず、１７６ページのところの短期被保者険証の交付状況なんですけれども、令和元

年度と比べて、６か月交付と３か月交付と数字が変わってきているんですけれど、全体

的には増えてきているんですけれども、その状況と、あと６か月が増えて、３か月が減

っているというのが、どういう状況なのかなと思いましたので、その辺を教えていただ

けますでしょうか。 安藤国保医療課長。  

○安藤国保医療課長 この短期被保険者証につきましては、様々な事情によりまして納付

が困難な方に来庁いただいて、納付相談をする中で６か月交付もしくは３か月交付を基

本に保険証を交付しております。この保険証交付の基準につきましては、特段運用は変

わっておりません。むしろコロナ禍という状況の中でですね、新型コロナウイルスの影

響によって収入減となった方には、コロナ減免の適用であるとか、あと資格取得をされ

る方には、非自発的失業者、リストラ減免の適用ができないかなど、被保険者が置かれ

ている状況を考慮しながら、またこちらから様々な方策を提案しながらですね、相談に

応じているというところです。こうした中で短期証が増えているということですけれど

も、３か月の短期証から６か月の短期証に変更となった方もおられます。そのほかに、

収入が安定しない、その前に仕事がなかなか見つからない方もおられますし、体調を崩

したなど、様々な事情がございますので、そういう納付がやはり難しい、そういった方

が増えているということによるものと分析しているというところでございます。  

○木澤委員長  やっぱりコロナの下で国保の被保険者の方も納付が厳しい方が増えている

ということですけれども、それは町税のほうでも保険料納付猶予の対象の方も増えてい

て、それが数字にも影響してきているということだったんでわかるんですけれど、ただ、

１７４ページの収納率が若干上がっているんですけれど、これはどういう状況なんです
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かね。元年度と比べて９７％から９７．５％に収納率が上がっているんです。町税のほ

うは下がっていたと思うんですけれど、これは同じようにというか、国保でもコロナ減

免されていて、その分は収納率下がるかなと思うんですけれど。 安藤国保医療課長。  

○安藤国保医療課長 コロナ減免を実施しますと調定額も下がります、減となります。で

すので、この減免に関しての影響というのはないんですけれども、実際、国保に占める

高齢者の世帯の割合が増えているということもございますし、あとやはり納税相談もき

っちりと、いろいろ呼びかけもさせてもらっていますし、あと口座振替も少しずつ増え

ているというようなところもございます。様々な収納の取り組みを実施しておりますの

で、そういった中で全体のいわゆる収納率が上がってきているものだというふうに分析

しております。  

○木澤委員長  コロナ禍の下でありますけれど、町もいろいろやっていただいている努力

によって向上したということですね。では、そういうふうに理解しておきます。  

あとですね、国保自体が県統一化されてですね、昨年度決算でも確認させていただい

た、予算やったかな、と思うんですけれど、県が集めている納付金ですね、そちらのほ

うの徴収状況等、県の会計がどうなっているのか。一番気にしているのは集め過ぎてい

ないかというようなところが一番気になるんですけれども、県の決算の状況とかってわ

かりますかね。 安藤国保医療課長。  

○安藤国保医療課長 令和２年度の県の決算につきましては、まだこの時期、県が公表し

ていないという状況となっております。ですので、今お答えできるとなれば、令和元年

度の県の決算状況ということになります。令和元年度の県の決算の状況で申しあげます

と、歳入総額が１，２７０億円、歳出総額が１，２６２億円、差し引き８億円を繰し越

しをされています。これ歳入総額の０．６％、８億円というのが０．６％ということで、

決してそんな多くはないと考えております。また、その前年度、平成３０年度からの繰

越金等々もございますので、その繰越金が１４億円ございました。８億円と合わせて２

２億円積立てをされていますが、令和２年度中に国庫返還金１２億円を国に返すという

ことです。令和３年３月末現在の基金残高は１０億円というふうに聞いております。  

○木澤委員長  元年度から２年度決算が出るまでの状況でいうと、そんなに別に貯め込ん

でいるという状況ではないのかなというふうに思うんですけれど、また２年度、公表さ

れたらですね、ぜひどういう状況か教えていただきたいなというのと。  

あと一般質問で議論させていただいたかと思うんですけれども、滞納繰越分も含めて、

町村と市との収納率の平均をとってというので、上がって、県としては収入が増えてい
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るはずなんですよね、国保会計として。そうなると、統一保険料率自体、引き下げるべ

きじゃないかなというふうに思っていたんですけれど、どうも何か県の動向を見ている

と、下げないというようなことを県が言うているみたいなんですけれど、そこは町は何

か情報をつかんではりますか。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 今おっしゃっています令和３年度から納付金の納めるルールが変わ

ったというところでございます。ただ、滞納繰越分を納付金に含めるということにつき

ましては、元々県の説明では最終的な全体的な保険料を下げていくということの前提で

今回こういった措置をされておりますので、その他、それだけじゃなくて、これからの

医療費の伸びとか、いろんな状況等はあるとは思いますけれども、この滞納繰越分を入

れるということは、あくまでもその保険料率をその分個人負担を減らす意味での措置と

いうことでしておりますので、そのあたりは間違いないのかなというふうに認識してお

ります。  

○木澤委員長  わかりました。それ聞いて安心しましたけれど、県の統一保険料率に合わ

せていこうと思うと、斑鳩町もまだ引き上げが必要になってくるかと思うんですけれど、

今年度の決算でも単年度で５，７００万円黒字やと。来年度の納付金がいくら納めてく

ださいというのはちょっと分かりませんけれども、必要以上に納めてくださいというふ

うには当然言うてこないですから、だから、それを集め切れるだけのやっぱり保険税率

でいいと思うんですよね。それとやっぱり県が示す統一保険料率の差ですね、そこに矛

盾が生じてくるんじゃないかなというふうに私は思ってますけれども、そこのところ、

町のほうも注視をしていただいて、また、国保税、今後どうしていくのかという議論に

なろうかと思いますので、やっぱり被保険者の皆さんに負担にならないような形で進め

ていきたいというふうに思っていますので、またこの点につきましては、令和２年度の

県の決算を見ながら、次年度の予算編成というか審査の中でまた議論させていただきた

いなというふうに思います。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 まず現状を申しあげますと、今、元々令和６年度に向けて統一保険

料ということのお話がございますので、そういった当初掲げられた１１万６千円少しの

金額になっておりますけれども、その金額について、どうされるかというのがまだ今示

されておりませんので、そういったところでは、もう来年、再来年のお話になってきま

すので、何らかの見直しを示した額というのが、また奈良県さんのほうでお示しされる

と思います。改めてまた令和４年度の納付金の算定につきましても、１１月末頃にはも

う仮算定で金額等も出てまいりますので、そういった金額を見ながら、また来年度の料
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率についてはまた検討していくという形になると思います。  

○木澤委員長  わかりました。  

ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長  そうしましたら、これをもって、国民健康保険事業特別会計に対する質疑

を終結します。  

次に、認定第５号  令和２年度斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いての審査を行います。 

理事者の説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、認定第５号  令和２年度斑鳩町介護保険事業特別会計  

歳入歳出決算の認定につきまして、ご説明させていただきます。  

 はじめに、議案書を朗読させていただきます。  

  認定第５号  

令和２年度斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について    

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。  

令和３年９月１日提出  

斑鳩町長 中  西 和 夫 

  失礼して座って説明させていただきます。  

  まず、この令和２年度歳入歳出決算書でございます。２８ページをお願いできますで

しょうか。令和２年度  介護保険事業特別会計保険事業勘定でございます。歳入歳出決

算は、歳入総額が２５億２，７８１万９，９８３円。歳出総額が２４億４，２０１万６，

６９７円。歳入歳出差引額は８，５８０万３，２８６円の黒字となっております。この

収支から、翌年度への繰越事業に伴う繰越しすべき財源１１７万６ ,４５０円を差し引

いた実質収支額は８，４６２万６，８３６円の黒字となっております。  

この資料の３４ページをお開きいただけますでしょうか。令和２年度 介護保険事業

特別会計介護サービス事業勘定でございます。歳入歳出決算は、歳入総額９４６万９，

４１９円、歳出総額７６３万７，４９８円、歳入歳出差引額は１８３万１，９２１円の

黒字となっております。 

それでは、保険事業勘定の決算の状況につきまして、歳出の部から、各款ごとにご説

明申しあげます。資料のほうでございますが、主要な施策の成果報告書資料編の１９０
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ページをお開きいただけますでしょうか。  

はじめに、第１款  総務費、第１項  総務管理費でございます。介護保険事務に携わ

る職員の人件費及び事務の執行に要する費用について支出を行っております。  

次に、本ページから１９１ページの第２項  徴収費でございます。介護保険料の賦課

徴収事務に要する費用について支出を行っております。令和２年度の介護保険料の状況

でございますが、現年度保険料の調定額５億１，５４０万７，２７８円に対しまして、

収入済額は５億１，４６１万２，６２８円、収納率は９９．７％、前年度比０．１ポイ

ントの増となっております。次に１９１ページ、滞納繰越分の状況でございます。調定

額４３６万３，５３０円に対し、収入済額は８２万５，４１０円、収納率は１８．９％、

前年度と比較をいたしまして５．１ポイントの増となっております。 

次に、第３項  介護認定審査会費では、介護認定審査会を設置している王寺周辺広域

休日応急診療施設組合に対する負担金や認定調査、主治医意見書の作成などに要する費

用について支出を行っております。  

次に、１９２ページでございます。第４項  趣旨普及費では、介護保険制度の啓発パ

ンフレットの作成を行っております。  

続いて、第５項 介護保険運営協議会費では、第８期介護保険事業計画、高齢者福祉

計画の策定等について審議をいただくため、運営協議会を５回開催をいたしております。   

次に、第６項  地域包括支援センター運営協議会費では、地域包括支援センターの適

切な運営等について審議をするため、運営協議会を２回開催いたしております。  

次に、１９３ページから１９５ページの第２款 介護給付費でございます。第７期介

護保険事業計画における令和２年度の標準給付費２５億３，１７１万５，６４０円に対

する介護給付費の執行割合は８６．１％となっております。 

はじめに第１項 介護サービス等諸費でございます。要介護認定を受けた被保険者の

居宅サービス、施設サービス、地域密着型サービス、居宅介護サービス計画の作成、福

祉用具の購入、住宅改修などに係る給付費について支出を行っております。前年度と比

較をいたしまして件数で８６５件、給付費で７，６８５万８千円の増となっております。  

次に、第２項  介護予防サービス等諸費でございます。要支援認定を受けた被保険者

の居宅支援サービス、居宅支援サービス計画の作成、福祉用具購入、住宅改修等に係る

給付費について支出を行っております。前年度と比較をいたしまして、件数で１２５件

の増、給付費では１５９万６千円の減となっております。 

次に１９４ページでございます。第３項 その他諸費では、介護報酬の請求に係る審



 - 74 - 

査事務の手数料について支出を行っております。  

次に、第４項  高額サービス等費では、高額介護サービス及び高額介護予防サービス

に要する費用について支出を行っております。同一月に利用する介護サービスの自己負

担額が一定額を超えた場合等に、その給付を行うものでございます。 

続きまして、第５項 高額医療合算サービス等費では、高額医療合算サービスに要す

る費用について支出を行っております。介護保険の限度額と国民健康保険や後期高齢者

医療などの医療保険の自己負担額を合算し、その負担限度額の超過額のうち、介護保険

に係る負担分につきまして給付を行うものでございます。  

次に、１９５ページの第６項  特定入所者介護サービス等費では、低所得の要介護認

定者等が、施設サービスや短期入所サービスを利用した場合に、食費や居住費に係る自

己負担額が一定額を超えた場合、その超過額について給付を行うものでございます。 

次に、第３款  基金積立金では、介護保険給付費準備基金への積立金について、令和

元年度決算における黒字収支分及び当該基金の運用益７，８００万２ ,９９６円の積み

立てを行っております。また、第７期介護保険事業計画のとおり７，６００万円の基金

の取崩しを行いましたことから、令和２年度末の基金現在高は３億１，０４１万７千円

となっております。 

次に、１９６ページから２０４ページ、第４款  地域支援事業費でございます。 

はじめに、第１項  介護予防生活支援サービス事業費でございます。介護予防生活支

援サービス事業に要する費用について支出を行っております。第１目  介護予防生活支

援サービス事業費では、前年度と比較をいたしまして、件数で２０件の減、給付額では

１１０万２千円の増となっております。第２目 介護予防ケアマネジメント費では、前

年度と比較をいたしまして、件数で２３件の減となっておりますが、給付額では２３万

８千円の増となっております。 

次に、１９７ページから１９８ページの第２項  一般介護予防事業費でございます。

全ての高齢者を対象といたしまして、運動器機能向上教室、口腔機能向上教室、認知症

予防教室等を実施いたしました。また、地域における住民主体の介護予防の取り組みを

強化するため、人材育成や活動支援を行っております。  

続きまして、１９８ページからでございます。本ページから２０３ページまで第３項 

包括的支援事業、任意事業費でございます。まず、第１目 包括的支援事業費では、地

域包括支援センターの運営に要する費用につきまして支出を行っております。包括的継

続的ケアマネジメントでは、日常的個別指導、相談支援困難事例等への指導助言や、地
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域におけるケアマネジャーのネットワーク構築等を行っております。次に、１９９ペー

ジから２０１ページの第２目  任意事業費では、介護給付費等費用の適正化、家族介護

教室や家族介護用品の支給、配食サービス、緊急通報装置の設置などの介護保険事業で

実施する福祉サービスに要する費用について支出を行っております。次に、２０１ペー

ジでございます。第３目 在宅医療、介護連携推進事業費では、地域包括ケアシステム

構築のための在宅医療、介護連携推進事業会議等を開催を実施をいたしました。  

続きまして、２０２ページの第４目  認知症総合支援事業費では、認知症になっても

住み慣れた地域で生活を継続するため、認知症初期集中支援チーム検討委員会を開催い

たしますとともに、認知症の人などに早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置し

業務を行っております。続いて、第５目 介護予防ケアマネジメント事業費では、要支

援者や要介護者のおそれの高い人が、自立して生活できるように支援を行っております。   

第６目 総合相談事業費では、総合相談事業を実施し、相談件数は７０７件となって

おります。続きまして、２０３ページでございます。第７目  権利擁護事業費でござい

ます。高齢者の権利擁護のための必要な援助を行いますとともに、権利擁護について理

解を深めるため、講演会の開催を行っております。次に、第８目 包括的継続的ケアマ

ネジメント支援事業費では、多職種協働による個別事例の検討を行い、地域のネットワ

ークの構築、ケアマネジメントの支援、地域課題の把握などの推進を行っております。  

次の、第９目 生活支援体制整備事業費では、社会福祉協議会に生活支援コーディネ

ーターを配置し、地域における高齢者等の生活実態に合わせ、住まい、医療、介護、予

防及び生活支援の体制を整備するため、ワーキングチーム会議、第２層協議体会議及び

生活支援体制推進協議会を開催を行っております。  

続きまして、２０４ページ、第４項  その他諸費でございますが、介護予防生活支援

サービス事業の請求に係る審査事務の手数料について支出を行っております。  

次に、第５款  諸支出金でございます。令和元年度以前の第１号被保険者の保険料の

還付、国県の支出金等の超過交付の返還金について支出を行っております。  

次に、第６款  予備費でございます。令和２年度において充用はございませんでした。  

続きまして、歳入決算の状況についてご説明をさせていただきます。１８８ページ、

第２表といたしまして、歳入決算の内訳を記載をさせていただきます。こちらの表につ

きましても、千円単位で表記をさせていただいております。まず、第１款  保険料の決

算額でございます。５億１，５４３万８，０３８円となっております。前年度と比較を

いたしまして６５０万２，５１２円、１．２ポイントの減となっております。第２款 
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使用料及び手数料につきまして、決算額は１万５，７００円となっております。保険料

に係る督促手数料でございます。第３款 国庫支出金の決算額は５億３，３８２万３，

７４６円。前年度と比較をいたしまして３，２７０万８，７１４円、６．５ポイントの

増となっております。第４款  支払基金交付金でございます。決算額は６億６３１万８

４９円となっております。前年度と比較をいたしまして１，９６９万８６４円、３．４

ポイントの増となっております。次に、第５款 県支出金でございます。決算額は３億

４，１３７万７，４２５円、前年度と比較をいたしまして１，５５０万１，０６５円、

４，８ポイントの増となっております。次に、第６款 財産収入の決算額でございます。

２０万９，５９５円、第７款  寄附金につきましては、令和２年度の寄附金の受け入れ

はございませんでした。次に、第８款 繰入金の決算額でございます。４億４，９５２

万７，５６４円となっております。一般会計及び介護保険給付費準備基金からの繰り入

れとなっております。介護保険事業の運営に必要な人件費を含む事務経費と介護給付費

等に係る町負担などの法定の繰入金を一般会計から繰り入れを行ったものでございます。

また、第７期介護保険事業計画どおり、介護保険給付費準備基金から７，６００万円の

取崩しを行っております。次に、第９款  繰越金の決算額でございます。８，０８１万

７，８５７円となっております。令和元年度の決算余剰金でございます。第１０款 諸

収入の決算額は２９万９，２０９円となっております。保険料の延滞金や介護予防ケア

マネジメント費等の受け入れとなっております。  

続きまして、令和２年度介護保険事業特別会計介護サービス事業勘定の決算について、

ご説明をさせていただきます。  

まず、歳出の部から、２０７ページをご覧いただけますでしょうか。  

第１款 総務費、第１項 総務管理費でございます。介護サービス事業における内部

事務に要する費用などについて支出を行っております。次に、第２款 サービス事業費、

第１項 居宅サービス事業費では、介護予防サービス計画の作成に伴う臨時職員の人件

費や、その委託に要する費用などについて支出を行っております。次に、第３款  予備

費でございます。令和２年度では、予備費の充用はございませんでした。  

続いて、歳入の部でございます。２０６ページをご覧いただきたいと思います。こち

らも第２表といたしまして、歳入決算の内訳を千円単位で記載をさせていただいており

ますので、よろしくお願いを申しあげます。はじめに、第１款  サービス収入の決算額

でございます。７３５万４，２２４円となっております。地域包括支援センターで作成

いたします介護予防サービス計画に対する収入となっております。次に、第２款  繰越
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金の決算額は２１１万１，７５４円となっております。令和元年度の決算余剰金につい

ての受け入れでございます。次に、第３款  諸収入の決算額は３，４４１円でございま

す。臨時職員の雇用保険料納付金の受け入れとなっております。 

以上で、認定第５号 令和２年度 斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定

についての説明とさせていただきます。  

よろしく審査を賜りまして、原案どおり認定いただきますようお願いを申しあげます。 

○木澤委員長  説明が終わりましたので、介護保険事業特別会計について質疑をお受けい

たします。 齋藤委員。 

○齋藤委員 １９１ページの一番下、介護保険制度の推進のところ、認定審査件数が昨年

よりも３割ほど減少していますけれども、これは対象者が少なくなったので少なくなっ

たのか。もしくは、皆さん元気なんで、そういう介護制度を審査する人が少なくなった

から、減少したのか。その辺、事情がわかりましたら教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 認定審査件数が令和元年度と比較し、令和２年度の件数が少なくなって

いることへの理由のご質問でありますけれども、介護保険の要介護認定といいますのは、

最短３か月から最長３６か月、３年の有効期間がございます。この令和２年度におきま

しては、その有効期限、それぞれの方、有効期限をお持ちなんですが、その有効期限と

なる要介護認定が少なかったためでございます。ちなみに、令和元年度の更新が多かっ

たために、そこで２年の有効期間、３年の有効期間が多かったために、令和２年度審査

件数が少なかったということでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。ということは、これは健康な人が多くなったとか、そういう

んでなくて、制度的なものというふうに理解していいんですね。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 そうですね。要介護認定者自体は微増ですので、委員がおっしゃるとお

りでございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 ありがとうございます。１９７ページの一番下、介護予防活動の支援という

ところで、一番下のところに介護予防活動支援事業補助団体数が、令和元年度１０団体

でありまして、令和２年度５団体に減ったというのは、これはコロナのために活動を中

止したからということもあるのか。それとも、もう介護予防活動をやめてしまったとい
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うことで減少したのか。その辺のところを教えてもらえませんでしょうか。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 介護予防活動支援事業補助団体数が減ったことに対するご質問でありま

すが、令和２年度につきましては、本当にコロナ禍の中で人が集まって、地域において

活動されるということが非常に難しかったという背景がございます。その中で、新たに

こちらから呼びかけて、人を集めて介護予防の活動をしてくださいというのを、なかな

か難しかったこの令和２年度であったと思っています。また、この制度につきましては、

助成する期間が３年間というのが決まっておりますので、前年度で３年の満期を迎えた

ことにより、この補助制度を利用されなかった団体、できなくなった団体が３団体ござ

いますので、そういったことも重ねて、コロナ禍と重ねてこの結果になったというふう

に考えております。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。ということは、５団体だけが活動しているというんじゃなく

て、補助していない団体ももっと活動しているので、５団体以上の団体が活動されてい

るということですね。  

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 活動団体自体は多くございます。この補助の利用、新規が特に難しいか

ったので、増やすことが困難だったんですけれども、活動されている団体はございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 活動している団体はどのぐらいあるか、もしわかったら教えてもらえません

でしょうか。 

○木澤委員長  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 すみません。その辺、登録制度等を設けておりませんので、それぞれの

地域でされているんですけれども、数はちょっと把握できていない状況でございます。  

○木澤委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員 わかりました。コロナが収まりまして、またこれを復活でもないですけれど

も、活動団体が増えてですね、これ活動もそうですけれども、やっぱり地域のコミュニ

ティを広げるという意味で、すごい有効な活動じゃないかなというふうには思っていま

すんで、そういう面でも、あわせて増やしていただくようにお願いします。以上です。  

○木澤委員長  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり） 



 - 79 - 

○木澤委員長  そうしましたら、私のほうからお尋ねしたいと思います。  

資料編の１９１ページ、保険料の徴収関係のところですけれども、こちらも収納率が

上がっているのと、あと口座振替の振替率がだいぶ上がっていると。さっき国保のとこ

ろで振替について努力いただいて上がりましたよということで、答弁されていましたけ

れども、こっちのほうも併せて、その町としてですね、口座振替のお勧めというんです

かね、何か特別なことをされたんでしょうかね。  中原福祉課長。  

○中原福祉課長 介護保険のほうで口座振替、件数として増えております。これにつきま

しては、基本的に新規で資格取得された方、６５歳に到達された方に対しましては、ま

ずその年度につきまして普通徴収となりますので、この口座振替の案内をさせていただ

いているわけですけれども、基本的には、ほとんどの方が翌年度からは特別徴収という

ことで、年金からの天引きになりますので、基本的にはその年度だけの話になりますの

で、積極的にこの口座振替を推進しているというわけではございませんので、介護保険

の場合。この結果として増えていますけれども、ここを非常に積極的に啓発して増えた

わけではございません。収納率の向上につきましては、やはり滞納者等に対しまして、

相談等にのったり、収納率向上に向けて取り組んできたわけです。ただ、見ていただい

たらわかりますように、調定額的に令和元年度と比べて、２年度が若干減っております。

これは一般会計のほうの民生費の社会福祉総務費の介護保険の繰り出し費の中でもあり

ましたけれども、低所得者対策の補助金が令和２年度増えておりますので、その分の調

定額を、特に１段階から３段階までの所得の低い方の補助金が増えたということで、若

干それも収納率に反映したのかなというふうにも考えております。  

○木澤委員長  収納率の関係はわかりました。ただ、その口座振替、特に何もしていない

けれども、特別なことは何もしていないけれども、こんだけ増えているというのは何な

のかなという。それで国保のほうも増えているので、何かコロナが関係あるようにも思

えないですし。また町のほうでも分析できるようやったら、分析をお願いして、こうい

うふうに口座振替してもらえることで、当然収納率なんかも上がっていくと思いますし、

会計的には効果的かなというふうに思いますので、やっぱりそういう効果が、取り組み

が分析できれば今後に生かしていけると思いますので、その辺、お願いしておきます。  

それと、決算の状況の１６ページを開けて見ていただきたいんですけれども、決算の

収支の推移が載っているんですけれど、これを見ますと、平成２８年度、２９年度、３

０年度も令和元年度も令和２年度も１億円前後の黒字がずっと続いているんですね。介

護保険の計画を立てるときに、３年で１期の計画を立てますけれども、１年目は黒字に
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なるように組んで、２年目は収支とんとんになると、３年目は赤字になるという組み方

をされるもんやというふうに私も聞いてきたんですけれども、これ見ると毎年１億円前

後の黒字が出ているということは、その計画の見立てがちょっと誤っているんじゃない

かなというふうに思うんですけれど、そこはどうなんでしょうか。  

中原福祉課長。  

○中原福祉課長 こちらの介護保険の決算収支、過去５年間の状況でございますけれども、

この実質収支、この数字的にはまず国等の償還金等も含まれておりますので、実際の収

支はこの額よりも少ない金額ということで、まずよろしくお願いしたいと思います。  

委員長おっしゃいますように、計画値と実際の給付費等がその執行率が少なかったた

めに黒字というところが数字として上がっている、これは結果として事実でございます。

当然この２８年度、２９年度が第６期の介護保険事業計画になりまして、３０年度、元

年度、２年度が第７期の介護保険事業計画期間ということになります。それぞれの年度

の決算のときに、この結果について分析等をしているわけですけれども、この２８年度、

２９年度につきましては、何が原因でこうなってきたのかなという主なところを見てみ

ますと、介護保険のまず要介護度認定者の総数が若干減っているのはあるんですけれど

も、非常に軽度の要支援１、２、要介護１のところが計画値よりも高く、逆に要介護３、

４、５という中重度の方の数字が、それと比例するように減っている状況でございます。

これは何を意味するのかといいますと、介護保険は、重たい方ほどたくさんサービスが

使えるという制度になっておりますので、１人当たりのサービス量に影響をするんです

ね。その結果、２８年度、２９年度が給付費が少なかったというふうに、大きな理由と

しては考えられます。第７期につきましては、３０年度は先ほど委員長もおっしゃいま

したように、計画期間も初年度で９，３００万円黒字が出ていますけれども、実質のと

ころを見てみると、１年目というところがほとんどの理由でございまして、想定できる

数字でございます。令和元年度と２年度、特にこの２年度につきましては、完全にその

使われているサービスの種類から、コロナの関係によって、例えば人が集まるような通

所のリハでありますとか、ショートのサービスが減る中で、逆に在宅の訪問看護とか訪

問介護、福祉用具、また居宅療養とか在宅サービスが増えて、それによって、当然１人

当たりのサービス量というのが減ってくる中で、給付も下がってきている。その影響が

令和元年の後半からコロナが出てきているんですけれども、その令和元年度につきまし

ては、コロナと併せまして分析をしていくと、施設系のサービスが計画に比べて減って

きているんですね。この２８年度から令和２年度まで、大まかな理由を説明させていた
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だいたんですが、これが斑鳩町の場合も、平成２８年度から地域包括支援センターも直

営にしまして、地域包括ケアシステムの構築ということで、介護予防を中心に在宅医療

の連携でありますとか、多職種連携とか、いろんな様々な事業を進めております。正直

この計画の中でこの効果を見込むというのが非常に難しいところではあるんですけれど

も、今申しました結果が全て包括ケアシステムの構築が結果として欲しいところの結果

でもありまして、その辺の効果も影響が少なからず出ているんではないかなというふう

に考えているところもございます。以上でございます。  

○木澤委員長  平成２８年度って国の制度が変わって、介護の１、２の人が増えたという

制度改正が主な理由やったんですね。覚えてないですか。わからないですか。  

中原福祉課長。  

○中原福祉課長 そうですね。その方の認知症の状況によって、振り分けされるようにな

った年度ではあります。当然それによって、軽度の方、ただ要介護１と要支援１、要支

援２、全体的に増えているので、そこから移ったわけではございませんので、そこの制

度改正はありましたけれども、軽度者自体、変わることはないので。  

○木澤委員長  それぞれ結果であるという説明でしたけれども、その期ごとに積み立てた、

積立金については取り崩して、次の期のときの保険料抑制に充てているので、それはそ

れでいいんですけれど、ただ、こうした状況が続くと、やっぱり最初から保険料取り過

ぎているんじゃないのっていうことにもなりかねないかなと。第８期はこれからですん

で、様子を見させてもらいますけれども、３年度が黒字になるということですけれども、

４年度、５年度ですね、これがまた同じように１億円近いような黒字がずっと続くとい

うことになると、やっぱり最初の計画の組み方がどうなんだというところも見直してい

く必要があるというふうに思いますので、ちょっとこの資料を見させていただく中で気

になりましたので、この決算審査の中で指摘をしておきたいと思います。  

ほか、よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長  これをもって、介護保険事業特別会計に対する質疑を終結します。  

次に、認定第６号  令和２年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついての審査を行います。  

理事者の説明を求めます。  加藤住民生活部長。  

○加藤住民生活部長 それでは、認定第６号  令和２年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計  

歳入歳出決算の認定について説明いたします。  
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  はじめに、議案書を朗読させていただきます。 

  認定第６号  

令和２年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について  

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。  

令和３年９月１日提出  

斑鳩町長 中  西 和 夫 

  着席して説明させていただきます。  

それでははじめに、令和２年度  歳入歳出決算書の４０ページをお開きいただけます

でしょうか。  

令和２年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算でございます。  

はじめに、歳入総額につきましては４億９，５６５万３，２１８円。歳出総額が４億

９，０３５万７，８７１円。歳入歳出差引額は５２９万５，３４７円となっております。

なお、出納整理期間中に収納のあった保険料等につきましては、令和３年度会計に繰り

越し、奈良県後期高齢者医療広域連合に納付することとなっております  

  続きまして、決算の状況につきまして、歳出の部からご説明を申しあげます。 

主要な施策の成果報告書資料編、２１１ページをご覧いただけますでしょうか。  

  はじめに、第１項  総務管理費でございます。後期高齢者医療の資格管理事務の執行

などに要する費用について支出を行っております。後期高齢者医療の被保険者数は４，

５３７人、総人口に占める割合は１６．１％となっております。  

  次に、第２項  徴収費でございます。被保険者に対して、広域連合で決定された保険

料額の通知のほか、保険料納付の通知並びに収納の管理を行っております。令和２年度

の保険料の状況は、現年度分では、調定額４億１４０万４，９８１円に対して、収入済

額は４億１５０万３，６８１円、収納率は９９．８％となっております。次に滞納繰越

分では、調定額８８万２，８９５円に対しまして、収入済額は６６万４千円で、収納率

は７５．２％となっております。また、広域連合におきまして、新型コロナウイルス感

染症の影響による減免が行われた状況につきましては２２件、金額で７５３，４１９円

となっております。次に、２１２ページ、不納欠損処分の状況でございます。処分人数

は３人、金額では１０万３，５００円となっております。 

続きまして、第２款 後期高齢者医療広域連合納付金でございます。広域連合事務費

負担金、町が徴収した保険料及び保険基盤安定負担金を広域連合に納付をしております。  
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次に、２１３ページ、第３款  諸支出金であります。保険料の軽減認定や被保険者の

死亡、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う減免などによって、過納付となった保険

料を還付したものでございます。 

次に、第４款  予備費では、令和２年度の充用はございませんでした。  

続いて、歳入の部を説明させていただきます。２０９ページをお願いをいたします。  

第２表で歳入決算の内訳を記載をさせていただいております。こちらのほうも千円単

位となっておりますので、よろしくお願いをいたします。はじめに、第１款  後期高齢

者医療保険料の決算額は４億２１６万７，６８１円であります。前年度と比較をいたし

まして３，２３１万２，２８１円、８．７％の増となっております。次に、第２款 使

用料及び手数料は、決算額が２万７００円となっております。督促手数料でございます。

次に、第３款  寄附金でございますが、寄附はございませんでした。次に、第４款 繰

入金は、決算額が８，９５８万７，１０８円となっております。後期高齢者医療制度の

運営に必要となる町及び広域連合の事務経費を一般会計から繰り入れを行っております。

また、保険料の所得に応じた均等割軽減分及び被用者保険の被扶養者であった被保険者

の軽減分を補うために必要となる県、町の負担金分を一般会計から繰り入れたものでご

ざいます。次に第５款  繰越金は、決算額が２２８万９，５５０円となっております。

令和元年度会計における出納整理期間中に収納いたしました保険料等を繰り越したもの

でございます。次に第６款 諸収入は、決算額が１５１万６，１７９円でございます。

保険料の延滞金のほか、保険料償還に伴う広域連合からの還付金が主な内容でございま

す。最後に、第７款 国庫支出金は、決算額が７万２千円となっております。税制改正

に伴う後期高齢者医療システムの改修に対しまして、補助金の交付を受けたものでござ

います。  

以上で、認定第６号 令和２年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定

についての説明とさせていただきます。よろしく審査を賜りまして、原案どおり認定い

ただきますようよろしくお願いを申しあげます。  

○木澤委員長  説明が終わりましたので、後期高齢者医療特別会計について質疑をお受け

いたします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  そしたら私のほうから１点お尋ねしますけれども、２１１ページの保険料

ですけれども、これ滞納繰越分見ると、これも収納率ががーんと上がっているんですけ

れども、これはどういった理由なんでしょうか。  安藤国保医療課長。  
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○安藤国保医療課長 滞納繰越分の収納率は、令和元年度が３５．２％から令和２年度７

５．２％に大幅に増加しております。まず令和元年度の状況を申しあげますと、調定額

１５６万８，９００円、これ実人数が３４人となっております。令和２年度につきまし

ては調定額が８８万２，８９５円ということで、実人数では２２人というふうになって

おります。収入済額につきましては、元年度が５５２．８００円、２年度につきまして

は６６万４千円ということでですね、人数が減少したことに加えて、比較的高額な収納

がございました。ですので、そういったところから収納率がぐんと顕著に差が出たとい

うことでございます。参考に平成３０年度の収納率は３９．８％ということでございま

すので、これまでの平均で見ますと、約４０％ぐらいでずっときてたというところでご

ざいます。以上でございます。  

○木澤委員長  わかりました、もともと人数が少ない中で、金額大きい方が納めていただ

いて、数字が上がったということで理解しておきます。  

  ほかにございませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○木澤委員長  これをもって、後期高齢者医療特別会計に対する質疑を終結します。  

これをもって本日の審査を終了します。  

１３日、月曜日は午前９時から会議を開き、引き続き、本日の続きから審査すること

としますので、定刻にご参集をお願いします。  

お疲れさまでした。  

（午後４時３５分 終了） 

 

 

 


